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【目的】 
本研究は，看護学生を対象に薬物乱用防止教育を実施し，医療系大学生等に対する薬物乱用防
止教育プログラムの示唆を得て，今後の教育内容を検討することを目的とした． 
【方法】 
 3 年課程看護師養成学校に入学した 1 年次生 81 名を対象に，ライフスキル教育を踏まえた薬物
乱用防止教育を実施し，教育前後と 3 か月後の調査から教育効果を検証した．また，『薬物乱用防
止教育を受けて考えたこと』をテーマに，400 文字レポート内容を質的に分析し効果を検証した．     
 薬物乱用防止教育前後と 3 か月後に，無記名自記式質問紙調査を実施した．質問項目は，①基
本属性，学生生活満足度など学生生活に関する項目，②乱用の危険性のある 8 薬物の理解度，薬
物乱用に対する規範意識，薬物を誘われたら断る自信と行動化への自信の程度など薬物乱用に関
する項目で構成した．教育前後は，対応のあるデータとして分析した．7 月調査は，学生の匿名
性を確保するために新たに調査票を配布した．対応のないデータとして扱い，教育効果の継続性
を検証した．記述レポートは，テキストマイニングによる計量的質的分析を実施した． 
2 年めの教育プログラムは，実際に薬物を誘われた経験の有無，自分に適した断り方の選択，
誘われたときの断り方トレーニング，他者による評価や意見交換できる教育実践を行った． 
【結果】 
 教育直後では，乱用の危険性のある 8 薬物の理解度は上昇するが，3 か月後には低下した．し
かし，教育前の状態には戻らず，一定の教育効果の継続性を確認できた．薬物乱用は，「個人の自
由」と容認する姿勢をもつ学生や，断る自信があっても，行動に移せる程度が低いと回答した学
生が数名いた．レポートの内容分析から，薬物乱用者に対する回復支援策についても記述があり，
学生が自主的に調べていたことが判明した．講義形式のライフスキル教育は，学生の記憶にほと
んど残らず効果的ではないと考え，翌年の課題となった． 
次年度で，薬物を誘われたときの断り方を内容に含め 3 パターンの断り方を提示した．「きっぱ
り断る」と選択した学生は約 70％に過ぎなかった．きっぱり断るという教育内容では，現在の大
学生等に適さず，複数の断り方を提示する必要性を示唆した． 
【考察及び結論】 
 看護学生を含む医療系代大学生等に対する薬物乱用防止教育では，薬物の危険性や断り方など 
の一次予防と，薬物乱用者の治療や看護，再乱防止と社会復帰施設での回復支援など，さらに専 
門的な二次・三次予防を教育内容に含める方向性を確認した．ライフスキルを駆使し，誘われて 
も断る行動に移せるトレーニング型薬物乱用防止教育プログラムの開発し,「きっぱり断る」以外 
の断り方を学生自身が具体的に対応できる指針を示すことができた． 
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第 1 章 緒論  
 
Ⅰ 研究背景  
 
 近年，未成年者及び 20 歳未満の若年層を中心に薬物乱用事件が報道され注目を集め
た．薬物乱用の現状と対策による報告書 1)では，2013 年までは，未成年者及び 20 歳代
以下の若年層は年々減少傾向にあった．しかし，2014 年より大麻事犯の検挙者数が増加
しはじめ，2015 年は 20 歳未満の若年層による覚醒剤事犯検挙者数も増加している(表 1)．
危険ドラッグも含め，未成年者及び若年層による薬物乱用の蔓延は，深刻化していると考
えられる．  
 
表 1 覚醒剤及び大麻事犯検挙者数の年別推移 （人） 
 
【 覚醒剤事犯  】 2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  2015 年  
検挙人数  11,852  11,577  10,909  10,958  11,022  
年齢別  
５０歳以上  1,893  2,079  2,206  2,486  2,324  
４０～４９歳  3,473  3,533  3,430  3,697  3,779  
３０～３９歳  4,115  3,884  3,619  3,301  3,383  
２０～２９歳  2,188  1,933  1,530  1,382  1,417  
２０歳未満  183  148  124  92  119  
うち中学生  4 3  1  2  1  
うち高校生  25  22  15  11  14  
大学生  21  18  22  11  18  
 
【 大麻事犯  】 2011 年  2012 年  2013 年  2014 年  2015 年  
検挙人数  1,648  1,603  1,555  1,761  2,101  
年齢別  
５０歳以上  67  71  67  88  104  
４０～４９歳  185  207  218  257  263  
３０～３９歳  510  544  574  678  700  
２０～２９歳  805  715  637  658  890  
２０歳未満  81  66  59  80  144  
うち中学生  1  0  0  3  3  
うち高校生  14  18  10  18  24  
大学生  23  23  23  27  31  
 厚生労働省・警察庁・海上保安庁の統計資料(内閣府集計) 
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特に，大麻事犯では，検挙人数の約 6 割が未成年を含む若年層で占められ，若年層に高
い比率で推移してきた．それに加えて，ハーブやアロマ，ソルトなど多様な形態で販売し，
吸引した危険ドラッグによる健康被害も報告されている． 
薬物事犯の背景としては，危険ドラッグの街頭販売店舗一斉摘発により全国で入手困
難となったため，大麻に回帰していることや，危険ドラッグの入手には，インターネット
やスマートフォン等による購入経路の発達が，顔のみえない匿名の相手からの購入を可
能にしているといったことが挙げられる． 
2017 年には，ビットコイン (仮想通貨 )による危険ドラッグの新たな地下販売ルートが
明らかになったばかりである 2)．18 歳の未成年者が主犯格であり，30 歳代，40 歳代の
成人男性に対して密売による報酬を支払い，3500 万円の売り上げをあげているという驚
きの事実があった．ビットコインによる危険ドラッグの地下販売ルートが摘発されたこ
とは，これまでと異なる新たな密売経路の存在が明らかとなったことを意味する．それ
だけでなく，未成年者が主導的立場となり，薬物乱用だけでなく，密売者として犯行を
主導した事実から，現代の学生を取り巻く社会環境は，ここ数年で激変したと考えるべ
きであろう．また，ネットゲーム上でのやりとり等が一般化したことにより，薬物事犯
取引は現金取引からビットコインのような仮想通貨取引，ゲーム課金制度による取引へ
と変化をもたらしている．現代の学生にとって，薬物乱用へのかかわりが既に身近な社
会問題になっているというだけでなく，今後の薬物密売取引自体に学生自身が巻き込ま
れたり，利用されたりしやすい現実があるということも考えておかなくてはならない時
代が到来していると考える． 
学生の社会環境が激変しているなかで，自身が危険回避行動を獲得するために，これ
までのような「ダメ，ゼッタイ」といった標語による意識に訴える教育から，正しい知
識を得てそれを正しい行動へと移せる実践力を養う教育への転換が重要であると考える． 
高等学校卒業後の教育機関における学生にとっては，自らの行動を自分自身で判断す
る機会が増すことから，乱用の危険性のある薬物に対する知識と健康被害の学習は，よ
り不可欠なものとなると思われるが，これらの学習は学生自身を守り，自分自身の将来
への備えに繋がるものであるといえる．さらに，医療系大学生等に対しては，将来の医
療従事者として医療用麻薬や劇薬，向精神薬を取り扱う業務に従事する機会が多くある
ため，正しい知識を持ち，正しい行動へと移せる薬物乱用防止教育を受け，それらを広
く社会に発信するような力量をたかめることがより必要であると考えられる． 
医療従事者は，薬物乱用により健康被害を発症した者に対して，治療や看護を提供す
る立場でもある．また，直接乱用者の回復支援施設でのサポートに携わる可能性もある．  
しかし，精神看護学分野でも，精神疾患に対する薬物依存症や耐性への治療や看護を
学修するのみであるなど，これまでの医学教育や看護学教育では，覚醒剤や大麻などの
違法薬物の乱用者に関する教育は，ほとんど実施されていない現状があると思われる． 
違法薬物の乱用による身体的・精神的・社会的影響に関する教育は，未だ充分である
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とは言い難く，そのため学生は，卒業後に就職した医療機関で，薬物乱用による健康被
害を生じて救急搬送された患者を通して，薬物乱用者の急性症状やその存在を知ること
が多い． 
医療従事者は，治療や看護だけでなく，薬物依存症の患者への退院後の生活支援にお
いて試行錯誤する課題があり，医療系大学生等に対する教育の充実化を図ることは急務
であると考える．そこで本研究では，最初に基礎的資料となる予備的研究として高等学
校卒業後の教育機関や医療系大学生等を対象とした薬物乱用防止講座を実施し，その教
育効果を検証する．そして，課題を整理して薬物乱用防止教育プログラムを作成し，そ
の実施と検証を進めることによって，今後の医学や看護学教育における薬物乱用防止教
育の１つの教育モデルを提示することを研究の中心課題としたい． 
 
Ⅱ 各国における薬物乱用防止教育の取組み 
 
青少年や若年層の薬物乱用問題は,わが国だけの問題ではなく世界の問題である.薬物
問題は，各国の社会にとっての脅威であり，各国の現状に応じた対策が講じられている． 
 
１．アメリカ合衆国  
アメリカにおける薬物乱用の実態は，減少傾向にあるものの世界と比較しても使用率が
依然として高い使用率である．文部科学省によると，アメリカは現在 12 歳以上の国民の
34.8%が薬物乱用の経験を持つという深刻な薬物問題を抱える国であり，特に青少年の薬
物乱用の割合は，マリファナ(大麻)の乱用を中心に依然として高いと報告している 3)．  
アメリカでは，薬物乱用防止教育は，州あるいは郡，市などの自治体の責任のもとで実
施されており，各州では幼稚園，小学校，中学校，高等学校，大学において，独自の薬物
乱用防止教育プログラムを学校教育のなかで義務づけている．意識や態度と対人関係，行
動，環境に関する領域を包括した教育プログラムが開発されている 4)．  
全州で統一した教育プログラムはないが，保健教育において，全国保健教育基準
(National Health Education Standards，以下 NHES)のような発達段階に応じた健康課
題と学習目標を示している．特定の州や学区を対象とせず，全米を対象とし，各州や学区
による教育課題や健康課題を，NHES に準拠し，独自の学習目標を立案し教育内容を構成
していいる．  
NHES の目的は，健康リテラシー(Health Literacy)を育成させることである．健康リ
テラシーとは「基本的な健康情報や健康サービスを知り，それを解釈・理解することがで
きる能力であり，また健康状態を高めるように，そのようなサービスや情報を活用できる
能力」と定義されている 5)．  
最近では，保健教育の内容が CDC の青少年の危険行動の内容を基礎に作成されるよう
になってきている 4)．そして，生徒や学生のセルフエスティームや，良好な人間関係の保
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持，ストレスマネジメントなど，ライフスキルを習得させることを目標に置いていること
が特徴である．  
 
2．イギリス  
現在，世界で最も乱用されている薬物は大麻であるが，ヨーロッパ諸国でも，その現状
は変わらない．イギリスでも，青少年に最も乱用される薬物は大麻で，若年層を中心に薬
物乱用が拡大し，薬物乱用防止を目的とした総合的な取り組みを開始している．  
薬物乱用防止教育の目的は，児童・生徒 1 人ひとりが必要な知識，技術，能力(スキル)
及び態度を身につけ，自分自身の現在と将来を豊かにできるようにすることとしている 4)．
そして，薬物教育の成果評価報告書等があり，評価機構も整備されている．  
イギリスの保健教育に，PSHE(Personal, Social health education，人格，社会性，保
健教育)がある．教育課程編成時に，PSHE が生徒や児童が学ぶべき科目と推奨されてお
り，学校独自の教育活動としても位置づけられている．  
内容は，1)薬物とたばこ，アルコール，2)栄養と体育，3)個人財政，4)市民教育，5)安
全，6)精神保健，7)性と人間関係という 7 領域である 5)．そして，PSHE では，4 つの目
標を掲げ，各目標に，薬物，たばこ，アルコールに関する項目が設けられている．教育活
動を実践した場合は，成果報告書を提出し評価を受ける評価機能も整備されている．  
しかし，わが国の場合は，実施報告書を各都道府県に届け出るシステムはあるが，薬物
乱用防止教育活動の成果報告書を評価する機能は整備されていない．  
 
3．フランス  
フランスでは，薬物乱用防止対策委員会を設置している．医師，看護師，学校，生活担
当(教師)をメンバーとして，学校における薬物乱用防止教育を実施している．  
これまでのフランスは，薬物乱用に関する関心は低く，暴力やいじめの問題が中心とな
ってきた．しかし，近年の社会状況の変化から，薬物乱用防止教育及び性教育 (エイズ予
防教育)に特化した教育活動の推進が図られてきたところである 7)．  
学校での薬物乱用防止教育も，薬物乱用以外に，喫煙，飲酒，暴力行為などを含め青少
年における危険行動全般の予防と防止を目的としている．薬物乱用に関する授業は，保健
(健康教育)，体育，生物，道徳などの教科と自由討議の時間に実施され，薬物乱用問題へ
の時間配分は各学校の裁量となっている 4)．  
わが国も，小学校から高等学校までは，学習指導要領にて保健・体育の授業に組み込ま
れており 8)，カリキュラムの時間配分や指導担当においてフランスに類似していると思わ
れる．しかし，高等学校卒業以降の大学生等を対象とした薬物乱用防止教育は，各教育機
関の裁量に任されている．イギリスやフランスのような教育活動の実践及び成果報告書を
評価する機能を整備していくことは，これからのわが国の薬物乱用防止への課題であると
考える．  
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4．世界各国における違法薬物の生涯経験率と我が国の生涯経験率の比較  
嶋根の報告によると，欧州地域における青少年を対象とした実態調査である ESPA(the 
European School Survey Project on Alcohol and Other Drugs) のデータを基に，フラン
ス(男子 39%，女子 40%)，アメリカ(男子 39%，女子 35%)，イギリス(男子 29%，女子 24%)
であり，わが国の中学生の薬物乱用生涯経験率は 1.0%であり極めて奇跡的に低い国であ
ると述べている 7)．生涯経験率とは，これまでに 1 回でも薬物を経験したことがある者の
率(%)を示している．  
文部科学省では，わが国の 15 歳以上 64 歳以下の生涯経験率(％)は，全薬物(有機溶剤  
を除く)で 1.5％と報告している 8)．各年齢層を拡大しても，諸外国に比べ薬物乱用者数は
非常に少ない．これは，わが国が立地的に島国であったことも影響していると思われる．  
薬物汚染率が低い現状を今後も守り抜き，青少年や未成年及び若年層が薬物に汚染・蔓
延化しないよう啓発活動や継続的教育の実践を続けていくことが重要である．特に，医療
従事者は，薬物の乱用から依存までの過程のなかで，治療から回復，社会復帰までを支援
する専門職である．看護学生を含む医療系大学等の学生に対して，薬物乱用防止教育を継
続的に実施する意義があるといえる．  
大学生等は，高等学校と異なり社会的に交友関係が拡大する発達段階にある．これまで
の限られた友人関係だけでなく，バイト仲間や社会人，海外旅行先などで出会う人々もさ
まざまである．安易に興味本位や遊び心で薬物を乱用しないように教育実践を積み重ねる
ことは，患者や家族にも健康被害が及ぶリスクを軽減させることに繋がるといえる．  
 
表 2 2000～2016 年度までの薬物乱用防止教室開催率の推移 (%) 
 
出典：文部科学省スポーツ・青年局 学校健康教育課の資料を元に作成  
  
Ⅲ わが国の薬物乱用防止教育の変遷  
 
わが国では，薬物乱用対策推進会議(議長：内閣府特命担当大臣)の下，薬物乱用対策推
進本部が設置され，関係府省庁が連携して薬物乱用防止に取り組んできた．  
1989 年，中学校・高等学校の学習指導要領「保健体育科」に薬物乱用防止に関する指
導内容が盛り込まれ，1998 年の学習指導要領改訂では，新たに小学校学習指導要領体育
科保健領域に「薬物乱用と健康」に関する内容が盛り込まれるとともに，中学校・高等
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
小学校 16.8 19.5 21.3 22.5 27.1 29.6 32.0 34.5 37.5 54.0 62.3 62.6 65.9 67.1 72.3 76.2 77.3
中学校 53.5 53.8 52.1 53.4 55.5 57.1 58.3 55.7 58.4 72.8 79.1 81.6 82.7 82.8 88.3 88.9 91.0
高等学校 62.5 64.8 63.3 61.8 62.7 63.7 64.4 61.2 64.1 75.3 78.8 79.0 80.2 81.3 83.6 84.6 86.3
中等教育学校 66.7 50.0 36.3 52.9 41.2 22.2 40.7 25.8 44.4 52.4 63.0 66.7 70.8 77.6 75.5 78.0 76.9
全体 33.4 35.3 35.7 36.4 39.8 41.9 43.8 44.0 47.0 62.2 69.3 70.3 72.6 73.5 78.4 81.0 82.5
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学校においては内容の充実が図られた 9)．さらに，文部科学省は第三次薬物乱用防止五
カ年戦略の策定に伴い，「薬物乱用防止教室」を中学校及び高等学校においては少なくと
も毎年 1 回以上開催するよう求めることになり，小学校においても地域の実情に合わせ
て実施することが望ましいとされた 10)．  
薬物乱用防止教室の実施率は年々増加し (表 2)，その後 2013 年には，全国の中学校及
び高等学校における薬物乱用防止教室実施率は 80%を超え 10)，2016 年には中学校の実
施率は 91.0%を示すに至っている 11)．  
一方，2008 年には，第三次薬物乱用防止五か年戦略において，大学生での薬物乱用の
蔓延化を踏まえ，一次予防の対象を大学生等まで拡大し，高等学校卒業後の薬物乱用防
止教育が開始されることになった．大学生等に対する教育は，入学時オリエンテーショ
ン等の機会を捉えて薬物乱用防止を啓発することが必要であるとされた 10)．  
しかし，様々な学部や学科でのカリキュラム編成や実施担当者等の事情を考慮すると，
年 1 回の薬物乱用防止教育実施であったとしても時間確保が難しい現状がみられる大学
等の現状も散見する．また，指導内容や教育方法については，大学側の裁量に一任され
ていることも，また教育課題であるといえる．  
薬物乱用防止教育を 90 分の講義形式で実施する大学もあれば，ポスター掲示や入学
時ガイダンスでパンフレット・リーフレット配布のみとする大学もある 13)．つまり，高
等学校卒業以降は，実際に薬物の危険性・有害性について，教育を受ける機会をもたな
い大学生等も多数在学している現状があるということになる．  
先述したように，大学生等の学生を取り巻く社会環境をみると，スマートフォン，SNS
が浸透している現状があり，多様な形態で販売される危険ドラッグの出現などもみられ，
情報収集も拡散も容易にでき環境は激変し，薬物の販売方法も，多様なルートが発達し
た．  
危険ドラッグや覚醒剤の薬物も，これまでの形態と異なる形態 (錠剤・リキッド・アロ
マ・ソルト・粉末など )で販売されている．小学校から高等学校までの教育機関で学んだ
きた内容だけでは，現代の薬物の変化に対応できないこともあるのではないかと危惧さ
れる．薬物に関する危機感を常に高められるような，大学生等の現状に合致した薬物乱
用防止教育プログラムの開発とその実践が必要であると考える．  
ここで重要なのは，薬物乱用とはどのような範囲までを含んでいる概念であるのかと
いうことである．和田によれば，乱用とはルール違反の行為を指し，薬物乱用「社会規
範から逸脱した目的や方法で，薬物を自己摂取することと述べている 14)．  
筆者の考えでは，未成年者の飲酒や喫煙については法律に照らしても乱用に該当する
のは当然であろうと考えるが，成人であっても健康や社会生活に支障を及ぼすほどの過
度の飲酒やアルコール依存症の状態は，薬物乱用の範疇に該当すると考えたい．  
向精神薬や鎮痛薬においても，医師の指示通り服用しなければ乱用であるが，飲酒も
含めて乱用について充分な認識が得られていないのが実情である 15)．これらの教育につ
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いても，取り上げていくことが重要であると考える．  
2013 年に第四次楽物乱用防止五か年戦略が策定されても，その教育内容は各大学にお
いて様々であることに変化はなく，大学等においても高等学校までの薬物乱用防止教育
を繋ぐことができる継続的な働きかけが望まれる．大学に限らず，高等学校卒業後の教
育機関では，履修科目以外に学修時間を割くことが困難なことが多い現状がある．時間
の確保が難しいことを理由に，大学等での薬物乱用防止教育の実施は困難であるという
認識があり，大学等のニーズとして少ない回数で大多数の学生を教育できることが望ま
しいという考えがある 16)．大学生等を対象とした薬物乱用防止教育プログラムは，4 年
制大学でも年 1 回 90 分の講義時間確保され難しいことが推察されるという現状 17)を考
えると，短時間でも実施可能であり，かつ効果的な薬物の危険を扱う教育プログラムを
開発することは急務であると考える．  
これからの医療は，医療機関入院への短縮化に伴い，長期入院は難しく在宅医療が推
進されている．「セルフメディケーション」といって，内服薬や外用薬など，在宅での自
己管理能力の向上が求められている．それは，これまで医療機関でのみ扱ってきた内服
薬や外用薬が，薬局で市販されることなった．家族や自分自身で説明書を読み服用・塗
布することが必要となる．それは何も成人だけでなく，小学生から高等学校，大学等の
学生も対象である．  
しかし，なかには，必ずしも指示通り服用できない人もいる．高井らは，救急医療の
現場で，自殺企図や故意の自傷による受傷した患者が頻雑に搬送され，その多くが急性
薬物中毒であり，特に向精神薬の過量服薬が大部分を占めていると報告している 17)．   
向精神薬の過量服薬に特異的な心理社会的背景として，「人間関係のトラブル」や「孤
独と孤立」などがあると明らかにしている．違法薬物だけでなく，処方薬や薬局の市販
薬も薬物乱用防止教育の内容に含める必要であるといえる．    
高等学校卒業以降の教育機関には，3 年課程看護師養成学校も含まれる．看護師国家
試験受験資格を 3 年間で修業できるため，4 年制大学よりも過密な教育課程である．薬
物乱用防止教育への時間確保が，さらに困難な教育機関であるといえる．  
近年，4 年制大学を卒業した学生で，看護師免許取得を目的として看護師養成学校に
再入学する社会人学生が増加し，4 人に 1 人の割合を占めている 18)．社会人学生には，
薬物乱用防止教育を全く受けていない学生もおり，看護系大学の個の学生背景が多様化
してきてきた．また，医療系大学の学生だからといって，他学部生と同じ未成年者及び
若年層であることに変わりなく，違法薬物をよく理解しているわけではない．将来の職
業範囲や扱う治療薬のことを考えても，誘われやすい年代でもある高等学校卒業後から
看護師養成学校の学生や医療系大学生等にも薬物乱用防止教育を実施する意義があると
考える．  
医療従事者は，向精神薬や鎮痛薬，医療用麻薬などの医師の処方薬を扱う職務があり，
処方薬や一般医薬品，向精神薬の服用方法も含めた教育だけでなく，覚醒剤や大麻，危
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険ドラッグの違法薬物に関する教育も必要である．看護職をはじめ医療職は，職務的に
薬物に対する知識の充実と，高い規範意識が求められるといえる．  
看護師養成学校の学生や医療系大学生等は，将来は医療従事者として，がん性疼痛の
ペインコントロールで医療用麻薬を使用する患者や家族への服薬指導等を担うこともあ
る．内服や貼付剤を用いながら，リハビリテーションをうける患者もいる．在宅療養生
活を送りながら，家族が，服薬支援や貼付剤の貼り替えを行うこともある．そのような
患者や家族を前に，医療系麻薬による耐性と依存と，乱用の危険性のある薬物依存と耐
性との違い，精神状態での影響に関する知識も重要であるといえ，医療系大学生等には，
より専門的な薬物乱用防止教育の実施が望ましいと考える．  
薬物乱用をした若者たちは，学校や司法機関で再犯予防指導は受けてきたが，治療は
専門医療機関の少なさもあり受療していないことが多かった．水谷は，医療機関で薬物
の解毒・断薬の動機づけ，家族への指導，更正プログラムを持っている機関もほとんど
存在しないという指摘した 19)．この指摘は，これまで医学や看護学教育で，薬物乱用防
止教育が充分に実施されてこなかったことを示唆していた．しかし，水谷の指摘から現
在に至るこの 10 年間で，依存症拠点病院や依存症専門医療センター，各都道府県にお
けるこころの健康センター等が整備されてきた 20)．地域のクリニックでも，治療が可能
となっていることを踏まえ，看護学生を含む医療系大学生等は，医療の最先端にいる医
療従事者として，増加する薬物乱用の社会資源への知識も増やし，保健福祉センターと
連携・協働し，治療・社会復帰支援策，そして地域で生活できるように見守っていく社
会的システムの整備も必要であると考える．  
 
Ⅳ わが国の薬物乱用の現状  
 
 わが国の薬物事犯で，検挙者数が最も多いのは覚醒剤事犯である．依然，毎年 10,000
人を超え続け，再犯予防のための最重要課題でもある．年齢層別では，30 歳代，40 歳
代が最も多く 2015 年 (平成 27 年 )は，7162 人である (表 1)．  
一方，大麻事犯の検挙者数は，2009 年に 3,087 名と過去最高を記録し 21)，そのうち
20 歳代及び未成年者は 1,884 名を占め，大学生等及び未成年者の大麻の蔓延が社会問題
となった．大麻以外に脱法ハーブや合法ハーブ (現，危険ドラッグ )などの新たな薬物が
出現し，安価で店舗販売，違法薬物以外のため合法とうたわれたこともあり，学生でも
手に入れやすかったことが背景にあると考える．しかし，危険ドラッグは，麻薬成分も
含む化学合成物質の混合物である．違法薬物と指定されるまで，脱法ハーブや合法ハー
ブとして若者を中心に蔓延したことにより，大麻は一時的に減少傾向に転じた．   
危険ドラッグ乱用者が，交通事故や傷害事件を発生させ死傷者も発生し，悲惨な事件
が発生した．そこで，2013 年 12 月，厚生労働省は，乱用の危険性のある指定薬物 1,362
物質  (個別指定 97 物質 ,カンナビノイド系包括指定 770 物質，カチノン系包括指定 495
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物質 )の包括指定の省令を公布した．これらの物質と，これらの物質を含む製品の製造 , 
輸入 , 販売等が原則禁止とし，検挙できるように法改正された 22)．しかし，危険ドラッ
グは，化学物質構造の一部を変化させると包括指定外となり，全ての危険ドラッグを規
制することが困難な状況が続いた．  
厚生労働省は，さらに指定薬物数を増やし，2015 年の指定薬物の総数は，2297 物質 (個
別指定 193 物質，カンナビノイド系包括指定 770 物質，カチノン系包括指定 1334 物質 )
にのぼる 23) ．指定薬物数が 2 年間で約 1,000 物質も増加しており，もはや法規制の限
界が到来しているといえる．  
危険ドラッグは，覚醒剤に比べ値段も安く，ハーブやアロマ，バスソルトと称して販
売された．これまでの覚醒剤や大麻と異なり，一般学生や若年層に，警戒心や危機感を
低減させるネーミングの活用や低価格設定など巧妙な手口で誘惑しており，検挙者の約
8 割が初犯で 20 歳代の若年層であった． 
危険ドラッグの蔓延が深刻化したことを背景に，厚生労働省は 2014 年法規制を公布
し，一斉摘発を行うことによって販売店舗数を全国で 0 店舗を達成した．しかしその後，
購入経路が，店舗から宅配やインターネット販売，国際郵便などへ移行し，法規制が厳
しくなった危険ドラッグから大麻へ回帰する流れが生じたりするようになった．  
このような流れから，大麻事犯の検挙者数，一時は減少傾向がみられたものの，2014
年より再び増加に転じ，2015 年には 2,000 人を超えるに至った (表 1)．図 1 では，グラ
フ枠外に各年齢層を示しており，年齢層別でみると，最も多い年齢層が 20 歳代，次い
で 30 歳代となっている．懸念されるのは，20 歳未満と，20 歳代及び 30 歳代が増加傾
向で推移していることである 25)．  
乱用の危険性がある薬物は，精神的依存や身体的依存が伴う依存性薬物である．依存
性薬物は，中枢神経に作用し快感をもたらすために，反復使用により依存を引き起こす
物質とされている 24)．菱本らは，「薬物依存」とは，薬物を繰り返し乱用した結果，脳
内に質的な異常が生じ，薬物使用を自己でコントロールできずに止められなく状態であ
ると述べている 24)．薬物依存の病態は，覚醒剤やオピオイドなどの依存性薬物は，極め
て強い快情動を起こすことから，強い報酬効果をもつ．報酬効果に関与する神経伝達系
は，単一だけでなく複数の異なる神経系が関係していると考えられている．  
近年の医療技術の進化により，コカインやメタンフェタミンなどの覚醒剤 (中枢刺激
剤 )や，カチノン系危険ドラッグはモノアミントランスポーター，モルヒネやヘロインは
オピオイド受容体，大麻はカンナビノイド (CB)受容体を標的分子とすることが明らかと
なっている 24)．  
大麻やあへんのような植物由来のものから，覚醒剤や MDMA，危険ドラッグなどの
化学合成物質まであり，その作用も症状も多様化している．特に危険ドラッグは，リキ
ッドやアロマ，ハーブ，粉末などの様々な形態で販売され，値段も覚醒剤に比べると安
価であることから，学生でも容易に手を出しやすいと考える．そこへ SNS 等の普及に
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20 歳未満  
40～49 歳  
50 歳以上  
より，個人が特定されない方法で，容易に薬物を手に入れることが可能となった．これ
らの社会的背景の変化が，薬物乱用が蔓延化する速度を早くしている一因であると考え
られる．低価格で合法ハーブや脱法ハーブ，アロマと称することや，ポップでカラフル
な外観の MDMA などは，ターゲットとなる対象の危機意識を下げる効果があり，かつ
購入手段も巧妙化してきている．宅配やインターネットなどの通信販売で，顔が見られ
ずに購入できることも，大学生等の若年層に薬物が蔓延化した理由の 1 つとして考えら
れる．  
   
             「警察庁刑事局組織犯罪対策部  薬物銃器対策課（2016）」より作成  
図 1 人口 10 万人当たりの大麻事犯検挙人員の推移  
 
 合法ハーブや脱法ハーブは，2014 年に「危険ドラッグ」と名称を統一し，その危険性・
有害性に警鐘を鳴らされてきた．しかし，大麻事犯の検挙者数の増加傾向にあることで，
薬物乱用防止対策も充分に整備されているとはいえない現状がみられる．乱用される薬
物をみると，時代や検挙数に応じて蔓延する薬物も異なる傾向をみせる．そのような変
化や社会のニーズに応えられる薬物乱用防止教育プログラムが開発されるよう，プログ
ラム内容を適時，改訂していかなくてはならない．  
中学校学習指導要領保健体育科保健分野解説の「指導する内容」には，「喫煙，飲酒，
薬物乱用などの行為は，好奇心，なげやりな気持ち，過度のストレスなどの心理状態，
周囲の人々の影響や人間関係の中で生じる断りにくい心理，宣伝・広告や入手のし易さ
などの社会環境などによって助長されること，また，それらに適切に対処する必要があ
ることを理解できるようにする」と記されている．そして，高等学校においても「周囲
の人々からの誘い，断りにくい人間関係，薬物を手に入れやすい環境などがあることに
も適宜触れるようにする．」と記され，繰り返し学ぶことで意識の定着が図られるよう構
造化されている 26)．  
これらの指導では，子どもが生涯を通じ薬物を誘われても断ることができるように学
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ぶことが重要であるとされている．社会に蔓延する薬物を使用するように誘われても，
はっきりとそれを断ることができるよう，薬物乱用防止教育を充実させていくことが望
まれる．これらの教育は，高等学校段階修了に至るまでも繰り返し実施することが必要
であり，さらにはそれで終わらず，社会においても繰り返し学習する機会を持つように
することが大切である．これらの位置づけのもとに，高等学校卒業後の大学等の教育機
関でも何らかの機会を通じて継続的に働きかけることが重要であると考える．  
 
Ⅴ 薬物乱用に関わる青少年の危険行動とライフスキル  
 
米国の疾病管理・予防センター (CDC)では，青少年の現在及び将来の健康に深く関わ
る行動を「危険行動（Youth Risk Behavior）」という概念でまとめ，こうした行動が習
慣化する前に健康教育を行う重要性を指摘している 27)．危険行動とは，青少年の生命や
健康を損なう行動の総称をいう．CDC では，罹患と死亡の原因となり，より優先的に問
題とすべき青少年の危険行動として，①喫煙，②飲酒及び薬物乱用，③望まない妊娠・
HIV に関連する性感染症に関する性行動，④不健康な食生活，⑤運動不足，⑥故意また
は不慮の事故に関する行動を挙げている．これらは，ヘルスリスク行動，またはリスク
行動と呼ばれる．また，リスク行動は相互に関連が強く，思春期に発生しやすい特徴を
有する．このヘルスリスク行動を適切な対処方法で回避することは，自己の安全確保や
健康保持に繋がると考えられる．未成年者及び若年層の薬物事犯の検挙者の多くは，興
味本位や遊び心で乱用しており，薬物乱用を予防する一次予防教育の強化と充実が重要で
ある．  
川畑らは，青少年の危険行動を回避する教育実践として，ライフスキルを育む教育の
重要性を指摘している 28)．その著書のなかで，WHO によるライフスキルの定義は，「ラ
イフスキルとは心理社会的能力のことで，日常生活で生じる様々な問題や要求に対して，
建設的でかつ効果的に対処するために必要な能力」だとしている 29)．  
川畑らによる Japan Know Your Body 研究会 (以下，JKYB)は，セルフエスティーム
とライフスキルは密接に関係があるとし，セルフエスティームがライフスキル形成の基
盤としている一方で，ライフスキルによる問題解決がセルフエスティーム形成に繋がり
双方向の関係性があるとしている．筆者は，ライフスキルを形成する教育プログラムの
研究開発を進め，小学校から中学校において教育実践を積み重ねてきた．その研究成果
から，セルフエスティームを高める教育が行動変容を促すためには有効であると結論づ
けた．そしてまた，問題解決，意思決定，効果的なコミュニケーションを図ることで，
セルフエスティームを形成する教育となり双方向の関係性を満たしている 30) ．  
川畑は，青少年が獲得すべきライフスキルを，「セルフエスティームを維持し高める
能力，意思決定スキル，すなわち問題状況において，いくつかの選択肢の中から最善と
思われるものを選択する能力，退陣関係スキルとして自分の気持ちや考えを上手に伝え，
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相手の気持ちや考えを理解する能力など」であるとしている 30)．これらのスキルは，看
護実践能力として必要とされるスキルでもある．ライフスキルは，危険回避行動だけで
なく，看護師としての看護実践能力の向上にも役立つと考える．  
一方，ライフスキルの形成は，セルフエスティームにも影響を及ぼすことから，ここ
ろの健康を高めることに重要な役割を果たし，こころの健康増進は，自分や他者を大切
にすると指摘されている 30)．セルフエスティームの向上及び，ライフスキル形成を関連
づけて実施することにより，青少年の危険行動を防止することができ，それがさらには，
薬物乱用防止にも繋がると考えられる．しかし現状では，思春期の生徒を対象としたセ
ルフエスティーム形成を中心とする参加型学習プログラムは開発されているものの，高
等学校卒業以降の学生を対象としたライフスキル教育プログラムは未だ開発されていな
い．そこで，大学生等がライフスキルを駆使し適切な対処方法で，危険回避行動を獲得
することで，セルフエスティームも高める薬物乱用防止教育の実践の推進が重要である． 
大学生等の若年層による危険ドラッグや大麻の乱用の蔓延化は，深刻な現状であると
考える．これまでのような薬物の危険性を伝える脅し型の教育ではなく，薬物を誘われ
たときに自ら危険回避行動ができるように，ライフスキルに関する教育を加えていく必
要がある．そして，断りにくいと思われる相手から薬物を誘われても，学生が適切な対
処方法で断る必要性や重要性を認識できるような教育が重要であるといえる．  
学生の危険回避行動の達成は，学生の健康保持・増進及び学安全確保，家族や地域住
民の安全性の向上に寄与するものである．また，2008 年の第三次薬物乱用防止五か年戦
略策定以降，地域ボランティア等との関係職種との連携と協働による薬物乱用を許さな
い社会環境づくりが進められてりが，医療系大学生等への薬物乱用防止教育の実践の積
み重ねは，本策定にも寄与するものであると考えられる．  
学生に，薬物乱用に関する正しい知識を提供するだけでなく，正しい知識と判断のも
と，正しい行動に移せるように，「わかる（知識理解）」と，「断ることができる（行動）」
を結びつけるライフスキル教育を踏まえた薬物乱用防止教育を実施する必要があると考
える． 
 
Ⅵ 研究目的  
 
1．研究Ⅰの目的  
3 年課程看護師養成学校の看護学生を対象に，ライフスキル教育を踏まえた薬物乱用
防止教育を実践し，教育前後と 3 か月後に調査を行い，その教育効果を検証する．  
 
2．研究Ⅱの目的  
研究Ⅰの調査と並行し，薬物乱用防止教育を受けて何を学び得たのかレポートの記述
内容を質的に分析し，教育効果を検証がする必要がある．それは，筆者の教育実践の効
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果を質問紙で量的に分析することができても，効果の内容までの結果を得ることは難し
い．薬物乱用防止教育を受けて，学生が文章で表記した内容から教育効果を検証し，学
生の意識に残る，記憶に残る教育実践へと改善する目的で，質的に分析することとした．   
そこで，実施後に提出されたレポート(400 文字)をテキストマイニングによる内容分析
から教育効果を検証する． 
研究Ⅰ，Ⅱから教育実践の方向性を見いだし，看護学生を含む医療系大学生を対象と
する薬物乱用防止教育プログラム案を検討し，今後の展望を考察することにある．  
 
3．研究Ⅲの目的  
研究Ⅰの課題でライフスキルの認知度が低いことから，ライフスキルを駆使して，断
り方をトレーニングするアクティブ型教育プログラムに改訂し，学生が考えた断り方を
学生同士のペアトレーニングで練習し教育実践後の効果を検証することを目的とした．  
 
Ⅶ 研究デザイン  
 
 わが国の健康教育の多くが，『知識中心型』もしくは『脅し型』であり，行動変容まで
に至らない健康教育であった．知識だけでは行動に結びつかないことが多く，青少年に
限らず，人の行動には多くの要因が関係し，知識はその要因の 1 つでしかないからとい
う 32)．教育内容にかかわらず，知識の教授だけでなく，望ましい態度や行動へと行動変
容まで導く教育実践を継続的な取り組みを積み重ねていくことが重要である．  
学生の身近に潜んでいる薬物に対して危機感をもち，薬物乱用防止への規範意識を高
めておくことは，職務上で医療系麻薬を取り扱うときに重要な意識であると認識できる．
適切な行動を実際に移すことができるように，薬物の乱用は，周囲の人々も悲しませる
結果を招き，自分 1 人の問題ではないことを理解できるように伝える．また，友人や家
族に悩みや不安を相談できる相手がいない場合は，相談機関を紹介する．  
講義終了後から 1 週間を期限にして，『薬物乱用防止教育を受けて考えたこと』をレ
ポートにまとめ振り返りを行う．  
4 月調査から 3 か月が経過した 7 月に再調査を実施する目的は，4 月の薬物乱用防止
教育の内容を忘れている程度を明確にすることである．それ以外に，学生生活が不規則
な生活になっていないかなどの生活上の乱れの有無と，夏季休暇前の注意喚起も目的と
している．  
医療系大学や 3 年課程看護師養成学校は，卒業時に国家試験受験資格を得られ，国家
試験に合格すると国家資格が交付される．教育カリキュラムも過密であることが多く，
薬物乱用防止教育に時間を確保することは，物理的に無理な場合がある．そのため，コ
ントロール群を設けることが難しい状況下にある．後日，コントロール群に教育を実施
することも，物理的に無理である．そのため，前後比較デザインによる教育評価を行う．
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量的な側面だけで検証せず，質的な側面からも検証を試みる．そして，3 か月後の再調
査にて，教育効果の継続性を検証する．  
 
1．研究の理論的枠組み  
学習指導要領の改訂や第四次薬物乱用防止 5 か年戦略が策定され，小学校や中学校，
高等学校までは，年 1 回の薬物乱用防止教室の開催が義務づけられている．大学等にお
ける薬物乱用防止教育は，年 1 回よりさらに少なく，修業年数期間で 1 回の場合もある
のが現状である．  
 高等学校卒業後の学生は，それぞれの夢や目的をもって進路先を決定し現在の教育機
関に所属していると思われる．学生は，単位や技能を修得するために授業を受けながら，
同時に高等学校までとは異なって，より個々の価値観をもとにした生活習慣を持って学
生生活を送るようになる．さらに，学生が社会生活を送る活動範囲もアルバイトやボラ
ンティア，サークル活動など拡大していく．学生が日々健康を維持し，危険を回避しな
がら健康な日々を過ごすことができるよう，高等教育機関もまた学生支援を充実させる
必要がある．学生自身が持っている価値観を問い直し，健康に生活することの必要性を
学生が自ら見いだすことができるような，また学生生活に行動変容をもたらすことがで
きるような意識向上や動機づけを与えられるような健康教育が現在求められている．  
学生に対する健康教育における健康行動理論やモデルには，ヘルスビリーフモデル (健
康信念モデル)や自己効力感モデル，プリシード・プロシードモデルなどがある．これら
のうち，Green, L.W ら 32)のプリシード・プロシードモデルは (図 2)，健康教育やヘルス
プロモーションの計画のためのモデルである 33)．同モデルでは，行動形成にかかわる要
因を，「前提因子 (動機づけに関わる要因 )」，「強化因子 (動機を行動に結びつける要因 )」，
「実現因子(行動の持続にかかわる要因 )」の 3 つのグループに分けて考えることが有効
であるとしている．また，プリシードとプロシードの 2 部分から構成され，プリシード
では健康のニーズ，実態や関連要因，方策等の「診断」を行い，プロシードでは「実施」
及びプリシードの各段階に応じた「評価」を行う．  
日本学校保健会では，プリシードモデルを，喫煙，飲酒，薬物乱用防止教育に適用し
ている (図 3)．そこでは，健康行動を選択しようする動機づけを高めることに関わりの深
い要因をあげており，本人の知識，態度，信念，価値観などを「先行要因」とした．ま
た，友人からそれらを勧められた時の対処や，セルフエスティームの育成，意思決定な
どのライフスキルを「促進要因」，友人・家族・教師の行動や態度を「強化要因」として
いる 34)．プリシードモデルは，それらの各要因に対する方略をもって，喫煙，飲酒，薬
物乱用の回避し，健康課題の解決と予防を達成するための枠組みを示すものである．本
研究においても，「医療系学生への薬物乱用防止教育プログラム作成」に際して，プリシ
ードモデルを理論的基盤として採用することとした．   
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図 3  プリシードモデルの喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育への適用  
日本学校保健会編（1997）  
図 2  プリシード・プロシードモデルの概念図  
（Green, L.W. and Kreuter, M.W. (1980) より作成）  
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2．本研究の枠組み  
本研究の枠組みは，以下のように構成した (図 4)．90 分 1 回の講義時間という制約が
あるため，重要なポイントごとに講義と視聴覚教材，パンフレットを活用して実施する
こととした．ライフスキルに関しては，今回はパワーポイントのみで説明を行い，コミ
ュニケーションスキルや意思決定スキル，ストレス対処スキルなどのライフスキルの基
盤の上にセルフエスティームの向上があると説明することで，セルフエスティームの大
切さに気づかせるように工夫する．  
また，動機づけにかかわる要因として，薬物の危険性のある 8 薬物 (覚醒剤，大麻，あ
へん，コカイン，MDMA，違法ドラッグ・脱法ハーブ (現：危険ドラッグ )，有機溶剤 )
の危険性やパンフレットを基にした健康被害，DVD 視聴による薬物依存と耐性，妄想や
幻覚などを理解しやすいように工夫した．脳障害やフラッシュバックなどの健康被害や，
実際の薬物の写真については，関係省庁から貸与を受けたパンフレットを活用すること
とした．動機を結びつける因子に関しては，まずは「自分自身が大切な存在である」こ
とを強調する．さらに，それがセルフエスティームにつながることを伝え，意思決定ス
キルなどと関連させながら，ライフスキルの獲得が看護実践能力に応用できることを説
明する．  
    動機づけにかかわる因子（先行因子）  
  
 
         動機を行動へと結びつける因子（促進因子）  
 
  
  
 
 
 
 
行動の持続にかかわる因子（強化因子）  
 
 
  
 
 
 
図 4  本研究の枠組み：プリシードモデルを薬物乱用防止教育用に改変  
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そして，断りにくい相手からの薬物の誘いを断る勇気をもち，自分の将来を守ることに
繋がることも説明し，行動へと結びつくように努める．  
 
Ⅷ 本研究の学術的特色と独創性及び予測される成果と期待  
 
 本研究の対象は，3 年課程の看護専門学校の 1 年次生 81 名である．先行研究から，大
学生等を対象とした薬物乱用防止教育の研究は少ない．医療系大学や看護師専門学校の
学生になると，さらに少ない状況となる．本研究は，この領域において中心的役割を担
うことが期待される将来の医療従事者に対して，薬物乱用防止教育を実施しているとこ
ろに独創性がある．本研究の結果は，今後の医療系大学生を対象とした薬物乱用防止教
育プログラム開発の基礎的資料となると考える．  
これまで医療系大学や養成学校において，違法薬物について教育してきた分野は薬理
学分野である．医学や看護学分野では，精神医学と精神看護分野で教育してきたのみで
ある．また，薬物依存者も入院治療や回復施設での入所機関を終えると，地域で生活す
る生活者となることなどを考えると，再乱用予防の観点から考えても，本研究から得ら
れると考えられる知見の意味は大きい．今後の医学教育や看護学教育において，薬物依
存者の治療や看護，リハビリテーションなど三次予防も含めたカリキュラムを作成・改
善するときの資料としても意義があると考える．  
教育前に比較し，教育直後は，依存性薬物の理解度は上昇するであろうが，3 か月経
過すると，日々の多様な勉学などの要因で忘れてしまうなど学習効果が定着しないこと
は容易に予測できる．しかし，3 か月後に再調査を実施することを通じて，薬物乱用防
止教育を受けたことを思い出す契機となることもあると思われる．3 か月後は，高等学
校卒業後の初めての夏季休暇に対して存分に遊び心が芽生える時期にも重なる．再調査
の実施は，危険な場所へ近寄らないことや，薬物を誘われても断ることができるように
注意喚起できる機会にもつながると期待される．  
最も大切であると考えられることは，教育内容を，薬物乱用の危険性や有害性だけに
留めず，受講することによって学生が自分自身を大切な存在であると気づき，ライフス
キルを駆使して自分に適した断り方を考える機会となることである．単に薬物の危険性
を説くだけでなく，学生 1 人ひとりが唯一無二の存在であり，自身を大切にする気持ち
が，薬物を断る勇気を育み，断る行動へと導くように教育を実践することが重要である．  
本研究で作成する薬物乱用教育プログラムは，単なる知識の伝達に留まらない，学生
のライフスキルやセルフエスティームへの教育効果の向上を目指すものである．授業を
通して得られた知見をもとにさらに授業内容を改善し，再度構成しなおされた授業に関
する教育効果を検証するという多重的な教育内容の計画・実践・検証のプロセスを重ね，
プログラム改善にも言及したい．   
 未成年者及び若年層が，依存性薬物を興味本位や遊び心で安易に乱用 (または使用 )し
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てしまうことにより失う代償はあまりにも大きい．将来の医療従事者として，乱用の危
険性のある薬物を容認しない規範意識を向上することも重要である．本研究において，
今後の薬物乱用防止教育プログラムの今後のありかたを提示したい．  
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第 2 章 研究Ⅰ  
『看護学生へのライフスキル教育を踏まえた薬物乱用防止教育の教育直後
と 3 か月後の教育効果の検証』  
 
Ⅰ 研究方法  
 
1．研究期間  
2012 年 4 月に薬物乱用教育を実施し，その前後に質問紙調査を実施した．また，3 か
月後の 7 月に同対象に再度，質問紙調査を実施した．  
 
2．研究対象  
2012 年 4 月に，3 年課程看護師養成学校に入学した 1 年次生 81 名を対象とした．  
 
3．薬物乱用防止教育の構成  
1)ライフスキルに関する指導 (20 分 ) 
ライフスキルについては，川畑らの著書 28)を参考に，①意思決定と問題解決能力，
②創造的思考，③効果的コミュニケーションスキル，④批判的思考，⑤対人関係スキ
ル，⑥ストレス対処能力の各スキルについて説明する資料を作成し配布した．さらに，
パワーポイントでセルフエスティームの基盤にライフスキルがあることも図式化し，
説明した．自分自身を大切にする重要性やセルフエスティームについての説明も行っ
た．  
具体的に各スキルを用いる場面を挙げ，ライフスキルを用いて危険回避行動に繋げ
ることが，相乗効果としてセルフエスティームを育成する双方向の関係性であること
も説明した．個々のライフスキルを活用し，自分自身を大切にする気持ちを育み，薬
物に誘われても断ることに焦点を置き，これまでの「薬物はダメ，ゼッタイ」と異な
る教育を実践した．  
2)薬物乱用防止に関する指導の概要(20 分 ) 
①パンフレット（関係省庁より提供）及びパワーポイントによる講義  
選定したパンフレットは，各薬物の明瞭な写真の掲載があり，学生が分かりやす
いと考えた．薬物乱用後の身体症状についても，詳細に健康障害が記載されており，
乱用による有害性や危険性について視覚を通して理解を促した．そして，大学生等
が誘われやすい相手に友人や先輩など，身近で断りにくい相手から誘われる場合が
あることを講義した．  
②DVD 視聴－罠 (トラップ )－(35 分 ) 
本 DVD は，警察庁刑事局作成によるもので関係省庁より借用を受けた．内容は，
普通の女性会社員が同窓会で再会した同級生の男性から，覚醒剤と知らずに勧めら
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れ乱用し，6 か月後には薬物依存による妄想と幻覚に襲われ，ベランダから転落事
故死する結末を迎える．覚醒剤以外にも，大麻と MDMA についての説明がなされ，
若年層が使用し交通事故や殺人事件を起こす内容である．薬物による幻覚や幻聴，
妄想は，言葉で表現しても学生は理解することが難しい．それらを映像化し，年齢
も学生に近いことから選定した．DVD の内容は，最初に覚醒剤や大麻，MDMA な
どの違法薬物に対して説明を行う『知識中心型』で，後半は，乱用者のその後を描
いており『脅し型』を含む，混合型の健康教育用の DVD である．  
③レポート提出  
講義終了後に，『薬物乱用防止教育を受けて考えたこと』をテーマに 400 文字程
度の記述レポートの提出を求めた．  
 
4．調査方法  
1)薬物乱用防止教育実施前後の 4 月調査の方法  
(1)薬物乱用防止教育実施前の調査項目  
 2 枚綴りの無記名自記式質問紙を配布し，教育実施前の学生の生活状況や薬物乱用  
に関する知識の程度，これまでの過去の薬物乱用防止教育等について調査した．  
教育直後は，2 枚目の質問紙に回答を求めた．2 枚目は，基本属性と生活状況以外  
に，薬物の有害性・危険性の理解の程度，自分自身を大切にする意識の変化や，断る
自信と行動化への程度など，教育前後の効果を測れる質問項目とした．  
①基本属性と生活状況  
年齢，性別，家族構成，学校生活満足度 (0～100%表示 )，アルバイトの有無や  
毎日の小遣いの金額について質問項目を設定した．アルバイト収入を生活費に補填
している学生へ配慮し，小遣いの定義は生活費を除く「学生が自由に使用できる交
遊費」とした．  
②薬物乱用防止教育を初めて受けた時期  
これまでの教育機関において，薬物乱用防止教育を受けた経験の有無について質
問した．  
③乱用の危険性のある薬物の認知度  
乱用の危険性のある薬物として 8 種類の薬物として覚醒剤，大麻，あへん系麻薬，
コカイン，MDMA，違法ドラッグや脱法ハーブ (現在は危険ドラッグに統一されて
いる )，有機溶剤を選定し，これら 8 薬物の認知度を，4 件法 (1．よく知っている～
4．全く知らない )で質問した．  
④薬物の有害性・危険性の認知度  
8 薬物の有害性・危険性についても，4 件法(1．よく知っている～4．全く知らな
い )で尋ねた．飲酒・喫煙経験の有無については 2 件法とした．  
⑤ライフスキルについての認知度  
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ライフスキルに関する指導をこれまでの教育機関で受けたかどうかも不明であ  
るため，ライフスキルという言葉を知っているかどうか 2 件法で質問した．  
⑥自分自身を大切にする意識の程度  
自分自身を大切にしていると思うかどうかについて，4 件法 (1．大切にしている
～4．大切にしていない )で尋ねた．  
⑦薬物乱用に対する現在の考え方  
   薬物乱用に対して，「1．許されない，2．1 回ぐらいならいい，3．個人の自由，  
4．何回でも使ってよい，5．わからない」と規範意識の程度を尋ねた．  
⑧8 薬物を勧められたら，断る自信と行動に移せる程度(0~100%表示 ) 
   薬物を勧められたら，断ることができる自信と，行動に移せる程度について，0 
～100%の数字で表記を求めた．  
(2)教育実施直後の調査項目  
  教育前の調査票に，教育直後の調査票もホッチキスで留めて前もって配布した．
教育前の質問紙への記入が終了したら，質問紙をそのまま机上に置き，教育終了後
に次ページの質問項目に回答を求める方法とし，データが対応できるように工夫し
た．教育直後の調査項目は次の通りである．  
①薬物の有害性・危険性の理解度  
4 件法 (1．よく理解できた～4．全く理解できなかった )とし，点数が低いほどよ
く理解していることを示した．  
②教育後の薬物に対する考え方の変化  
教育前の質問項目と同じ項目で尋ねた．  
③薬物を勧められたら断る自信と行動化への自信の程度  
教育前の質問と同じく 0~100%表示で記入を求めた．  
④インターネットや携帯電話から，薬物関連有害サイトにアクセスしない意思の有 
無，アクセスしないという意思を持つことができたかについて，4 件法 (1．アクセ
スしないと強い意志を持っている，2．アクセスしないとある程度，意思を持てた，
3．アクセスしないといいきれない，4．アクセスするかもしれない )で尋ねた．  
⑤未成年者の飲酒や喫煙も，薬物乱用に含まれることを知っていたかどうかについ  
て本教育実践前から知っていたか，知らなかったかの 2 件法で尋ねた．  
⑥ライフスキル能力の向上の必要性の理解の有無や，自分自身を大切にする必要性
の理解の有無についての 2 項目は，4 件法 (1．理解できた，2．ある程度，理解でき
た，3．あまり理解できなかった，4．全く理解できなかった )で尋ね，点数が低いほ
ど理解度が高いことを示した．  
(3)回収方法  
回収は，教室外に鍵のかかる回収ボックスを設置し，学生が自由に投函できる方法  
で回収した．  
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2)教育実施 3 か月後の 7 月調査の方法  
同対象に，3 か月後の 7 月に調査を実施した．4 月教育直後の調査は，教育による影  
響が強く反映される．教育後 3 か月が経過し，8 種類の薬物の有害性・危険性をどれく
らいの程度で憶えているか，薬物に対する考え方の変化等を確認し教育効果を検証する
ことを目的とした．  
さらに，7 月調査を有効的に活用し，夏季休暇前の薬物乱用に対する注意喚起を行え  
る 3 か月後が調査時期として適切であると考えた．調査票は，個人が特定されないよう
に無記名自記式調査票とし，学生が回答することに抵抗感を抱かないように，4 月調査
時の調査票とは異なる調査票を用いた．データは，対応のないデータとして扱った．  
(1)7 月調査票の質問項目  
①基本属性や学校生活について  
学校生活満足度やアルバイトの有無，交遊費などの生活背景に関する質問項目は， 
4 月の調査内容と同じとした．  
②薬物乱用の危険性のある 8 種類の薬物の有害性・危険性について  
憶えている程度を，4 件法 (1．よく憶えている，2．ある程度，憶えている，3．
あまり憶えていない，4．全く憶えていない )で回答を求め，点数が低いほどよく憶
えていること示した．  
③薬物乱用についての考え方と，薬物を勧められたら，どのような行動をとるか  
実際に行動に移せる自信の程度 (0～100%表示 )は，4 月教育後の調査項目と同じ
内容とした．  
④4 月から現在までに，薬物関連の危険性に遭遇した経験の有無について，2 件法
で尋ねた．  
⑤インターネットや携帯電話から薬物関連サイトにアクセス経験をもつかどうかに
ついて 2 件法で尋ねた．  
⑥教育を受けてから，薬物関連の危険性に遭遇したかどうかの有無，4 月から現在
までに教育内容を思い出したことがあるかどうか，夏季休暇前に調査を実施するこ
とは，薬物関連の注意喚起になると考えるかどうか，4 月から現在までに飲酒もし
くは喫煙したかどうかについても，2 件法で尋ねた．  
⑦ライフスキルについて憶えているかどうか，4 件法(1，憶えている～4．憶えて
いない )で尋ねた．  
⑧自分自身を大切にする必要性を，日常生活の中で意識できているかどうか，4 件
法 (1．常に意識している～4．全く意識していない )で尋ねた．  
(2)回収方法  
回収は，4 月調査と同様に，教室外に鍵のかかるボックスを設置し，学生が自由に
投函できる方法で回収した．  
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5．分析方法  
分析方法は，対象者数の規模を踏まえ，すべてノンパラメトリック検定を用いた．薬
物乱用防止教育前後は，対応のあるデータとして扱い，Wilcoxon の符号付き順位検定を
行った．生活リズムと学生生活満足度は，Spearman の順位相関係数で分析した．規則
的な生活を送ることと，学生生活満足度との関連性を分析した．  
4 月調査と，3 か月後の 7 月調査では，別途，調査票を準備し個人が特定されないよ
うに配慮をしたため，対応のないデータとして扱い，Mann-Whitney の U 検定を行った． 
薬物に対する考え方の変化，乱用の危険性のある薬物の有害性・危険性について憶え
ている程度を比較した．  
 
6．倫理的配慮  
 研究趣旨や目的を文書で示し，研究参加の可否が成績等に影響しないこと，回答しな
いを選択しても何ら不利益も被らないこと，得られたデータは厳重に保管することを説
明した．また，教育前後の調査票，3 か月後の調査票はいずれも無記名とし，個人が特
定されないように配慮した．研究知見は，学術的目的以外に使用しないことを約束し，
教室外に鍵のかかる回収ボックスを設け，学生がいつでも自由に投函できるようにした． 
本調査は，所属機関の研究倫理審査委員会の承認を得て実施した．  
 
Ⅱ 結果  
 
1．基本属性と生活状況について  
 教育実施前後の 4 月調査は 80 名より回収 (98.8%)し，78 名 (96.3%)を分析対象とした．
教育実施 3 か月後の 7 月調査では，79 名から回収 (97.5%)し，対象者の基本属性と生活
リズムについての結果を表 3 に示した．  
性別は，4 月調査で男性 3 名 (3.8%)，女性 72 名 (92.3%)，7 月調査では男性 6 名 (7.6%)，
女性 73 名(92.4%)であった．3 年課程看護師養成学校では，男性の比率が非常に少ない
ため，性別も年齢の記入も自由とした．  
年齢構成は，4 月調査で 18 歳が 58 名 (74.4%)，19 歳 8 名 (10.3%)，7 月調査では 18
歳 45 名 (57.0%)，19 歳 22 名 (27.8%)で未成年者数は 84.8%であった．  
家族構成は，ほとんどが家族同居であった．生活リズムは，7 月になると不規則な生
活を送る学生が増加していた．  
 
2．学校生活満足度とアルバイトの有無及び交遊費について  
学校生活満足度を 0～100%で表記し，表 4に示した．4月調査では 70%が 17 名(21.8%)， 
次いで 80%が 16 名 (20.5%)で，平均値は 73.8%であった．7 月調査では 80%が 21 名
(26.6%)，70%が 14 名 (17.7%)で，平均値は 70.5%であった．4 月と 7 月の満足度におい
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て，分布の重なり度合の検定 (U 検定 )では，有意差は認められなかった．  
そこで，生活リズムと学生生活満足感の Spearman の順位相関係数で分析したところ，
4 月と 7 月調査とも，生活リズムが規則的なほど学生生活満足度が有意に高い傾向にあ
った (4 月 R= 0.255，p<.027，7 月 R= 0.304，p<.000)．  
アルバイトの有無では，4 月調査では，している 39 名 (50.0%)，していない 37 名  
(47.4%)であった．4 月で，すでにアルバイトをしている学生が全体の半数を占めて  
いることが明らかになった．7 月調査では，アルバイトをしている学生が 53 名（67.1%）
とさらに増加していた．回数では，4月からすでに週 5回以上している学生が 3名（7.9%），
7 月では 7 名（13.2%）に倍増し，アルバイト頻度も学生数も増加傾向にあった．  
交遊費は，4 月調査で 5000 円未満 18 名(23.7%)，3 万円以上が 9 名 (11.8%)であ  
った．7 月調査では，5000 円未満 11 名 (13.9%)と減少し，3 万円以上が 20 名 (25.3%) 
と 2 倍以上に増加し，アルバイト回数や時間数の増加に従い，交遊費の高額化が顕著に
認められた．1 学年 81 名の学生数に対し，25%の学生が月額 3 万円以上の交遊費を所持
していることが明白となった  
 
  
4月調査 7月調査
項目 名 名
男性 3 6
女性 72 73
無回答 3 0
18歳 58 45
19歳 8 22
20歳 2 2
21歳以上 2 7
30歳以上 2 3
無回答 6 0
1人暮らし 4 4
家族同居 72 75
その他 1 0
無回答 1 0
規則的 17 14
ほぼ規則的 53 39
どちらともいえない 5 10
あまり規則的ではない 0 9
規則的ではない 3 6
無回答 0 1
合計 78 79
　4月調査　n=78 　　7月調査　n=79
生活リズム
表3　対象者の基本属性と生活リズムについて
世帯構成
性別
年齢構成
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4月調査 7月調査 U検定
% 名 名
1 0 1
3 0 1
10 2 0
20 0 3
30 1 3
40 3 0
50 5 7
60 5 5
65 1 1
70 17 14
75 3 3
80 16 21
82 0 1
83 0 1
85 2 3
90 11 7
95 1 1
100 8 6
無回答 3 1
合計 78 79
73.8% 70.5%
SD19.2 SD21.9
学校生活
満足度
( 0～100%)
　4月調査　n=78 　7月調査　n=79
表4　学校生活満足度  
平均値 n.s
23
52
2
1
小学校
中学校
高等学校
これまで受けたことがない
0 10 20 30 40 50 60
図5 薬物乱用防止教育の開始時期 N=78 (人）
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3．薬物乱用防止教育を受けた時期とライフスキルの認知について  
薬物乱用防止教育を初めて受けた時期については，小学校 23 名 (29.5%)，中学校 52
名 (66.7%)，高等学校 2 名 (2.6%)，これまで受けたことがない 1 名 (1.3%)で，98.7%の学
生が入学前にいずれかの教育機関で薬物乱用防止教育を受けていた (図 5)．  
ライフスキルの認知度は，知らないと回答した学生は 72 名 (91.1%)であった (図 6)．
コミュニケーションスキルや問題対処スキルなどの個々のライフスキルは，日々学習す
る看護教育の内容に含まれており学習する機会は多い．しかし，それらを総称する概念
であるライフスキルを知っているかどうかと問われると，9 割の学生が知らないと回答
した．  
7 月調査で，ライフスキルを憶えている程度では，あまり憶えていない，全く憶えて
いない学生が 51 名(64.6%)であったが，約 30%の学生は憶えていた (図 7)，  
4 月調査で，自分自身を大切にしているかどうかについて，「大切にしている」26 名
(33.3%)，「どちらかといえば大切にしている」47 名 (60.3%)であった，しかし，「どちら
かといえば大切にしていない」と思っている学生が 5 名(6.4%)存在してした，  
教育直後は，「大切にする必要性が理解できた」69 名 (88.5%)，「ある程度理解できた」
9 名(11.5％)と上昇し，理解できなかったは 0 名であった，しかし，7 月調査では，自分
自身を大切にする必要性について，日常生活のなかで意識できているかとの設問に対し
て，「常に意識している」32 名 (40.5%)，「ある程度，意識できている」39 名 (49.4%)で
あり，約 90%の学生が自分自身を大切にする必要性を意識することができていた，「ほ
とんど意識できていない」7 名 (8.9%)，「全く意識できていなかった」1 名 (1.3%)と，10.2%
の学生が教育直後より自分自身を大切にする意識が低くなっていた．  
 
5
72
0 20 40 60 80
知っている
知らない
図6 ライフスキルの認知度 (４月調査 ｎ＝77，無回答1名) (人) 
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ライフスキルを習得する指導により，教育直後は自分自身を大切にする必要性を理解
できたとしても，3 か月後の調査では，自分自身を大切にする意識が低下し維持するこ
とが難しい学生の存在が明らかになった．  
 
4．薬物乱用に対する考え方と飲酒・喫煙の薬物関連について  
薬物乱用に関する考え方と，薬物関連ネット閲覧・飲酒・喫煙経験の有無について表
6
22
41
10
憶えている
少し憶えている
あまり憶えていない
全く憶えていない
0 10 20 30 40 50
図 7 ライフスキルという言葉を憶えている程度 ( 7月調査，ｎ＝79 )   (人)
名 % 名 %
許されない 73 93.6 77 97.5
1回ぐらいならいい 0 0 0 0
個人の自由 4 5.1 2 2.5
わからない 1 1.3 0 0
なし 78 100 78 98.7
あり 0 0 1 1.3
なし 46 59 57 72.2
あり 32 41 22 27.8
吸っている 1 1.3 1 1.3
過去に吸ったが
現在は吸っていない
0 0 4 5.1
吸わない 77 98.7 74 93.7
飲酒経験
喫煙経験
表5　薬物乱用に対する考え方とネット閲覧・飲酒・喫煙経験の有無
4月調査
n=78
7月調査
n=79
現在の薬物乱用に
ついての考え方
（人）
薬物関連のネット閲覧経験
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5 に示した．薬物乱用に対する考え方として，4 月調査では，「許されない」73 名 (93.6%)，
「個人の自由」4 名 (5.1%)であったが，7 月調査では，「個人の自由」が 2 名（2.6%）に
減少した．  
 薬物関連ネット閲覧経験の有無は，4 月調査では「全員がない」と回答した．7 月調
査では 1 名が，「うっかりアクセスしてしまった」と回答していた．  
4 月の教育実施後から 3 か月後の 7 月調査までに，薬物関連の危険性に遭遇した学生
はいなかった．また，7 月調査までに薬物乱用防止教育の内容を思い出したことがある
かどうかについては，13 名 (16.5%)の学生が，「調査票を読むまですっかり忘れていた」
と回答した．  
飲酒の有無では，4 月調査では 32 名 (41.0%)がありと回答し (表 5)，そのうち未成年者
が 24 名を占めた (表 6)．年齢が未記入の学生においては欠損値として扱い，n=72 名で
表示した．4 月教育後から，7 月までの 3 か月間で，「飲酒した」と回答した学生は 22
名 (27.8%)であった (表 5)．  
未成年者の飲酒や喫煙が，薬物乱用に該当すると知らない学生が 59 名(75.6%)を占め
た (図 8)．アルコールやタバコが薬物に含有されることを理解していないだけでなく，違
法薬物だけが薬物乱用に該当すると考えている可能性が示唆された．  
 
薬物を誘われたら，断る自信と行動に移せる程度について，0～100%で表記してもら
った．4 月調査では，最小値が 5%であったが，7 月調査では 0%が 2 名存在した．  
また，「100%断る自信と行動がとれる」と回答した学生は，4 月調査で 54 名 (69.2%)，
7 月調査では 53 名 (67.2%)であった．4 月と 7 月調査とも，断る自信と行動がとれる自
信が 100%に至らない学生が 30%もいることが明確となった．  
喫煙の有無では，未成年者で喫煙した学生はいなかった．4 月調査では，過去に吸っ
たことがある学生はいなかったが，7 月調査では 4 名に増加していた．  
3 か月後の 7 月調査を夏季休暇前に実施したが，このような調査に回答することは，
薬物関連の注意喚起になるかどうかについては，なると思うと回答した学生は 67 名
(85.9%)，どちらともいえない，ならないと回答した学生は 11 名 (14.1%)であった．  
   n=72　　(人）
あり なし 計
20歳未満 24(33.3%) 42(58.4%) 66(91.7%)
20歳以上   4  (5.6%)   2  (2.7%)   6 (8.3%)
計 28(38.9%) 44(61.1%) 72(100%)
注)　年齢を回答していない学生は除外したため、表5の人数と異なる
表6　　飲酒経験と年齢との関係  ( 4月調査 )
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5．8 種類の薬物に対する危険性・有害性の理解について  
各薬物の理解度の中央値及び四分位範囲を表示した (表 7)．中央値が高いほど認知度
や理解度が低いことを示している．乱用の危険性のある 8 種類の薬物に対し，教育前は，
あへん系麻薬と脱法ハーブ (危険ドラッグ )の中央値が 3.00 であり，学生間での認知度が
低かった．教育前後の憶えている程度を比較すると，8 種類すべてにおいて中央値が低
下し理解度が上昇していた．4 月教育後と 7 月調査を比較すると，7 月調査では脱法ハ
ーブ（危険ドラッグ）のみ p 値 5%未満で，それ以外は 1%未満で，8 薬物の理解度は低
下していく傾向にあった (表 8)．  
 
19
59
知っていた
知らなかった
0 10 20 30 40 50 60 70
図8 未成年者の飲酒や喫煙は薬物乱用に該当する（4月調査，ｎ＝78） (人)
8薬物名 25 中央値 75 25 中央値 75   p 値
覚醒剤 1.75 2.00 2.00 1.00 1.00 2.00
大麻 2.00 2.00 2.25 1.00 1.00 2.00
あへん系麻薬 1.00 3.00 3.00 1.00 1.00 2.00
コカイン 2.00 2.00 3.00 1.00 1.00 2.00
MDMA 2.00 2.00 3.00 1.00 1.00 2.00
違法ドラッグ(現：危険ドラッグ) 2.00 2.00 3.00 1.00 1.00 2.00
有機溶剤 2.00 2.00 3.00 1.00 1.00 2.00
脱法ハーブ（現：危険ドラッグ) 2.00 3.00 3.00 1.00 1.00 2.00
教育後　1 : よく理解できた～　4  : 全く理解できなかった
表7 　4月の薬物乱用防止教育前後の8薬物の理解度の比較 （n=78)
.000
　　　　　　　　　　wilcoxon の符号付き順位検定
教育前　1 : よく知っている～　4 : 全く知らない
教育前 教育後
パーセンタイル
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3 か月経過後の理解度も同様に，8 薬物の理解度が低下していく傾向にはあるが，4
月教育実施前の理解度に戻ることはなく，薬物乱用防止教育の効果の継続性が認められ
た．  
同様に，薬物の有害性・危険性に対する理解度においても，4 月教育後と 7 月教育後
を比較したところ，全てにおいて有害性・危険性の理解度の中央値が 2.00 に上昇し，理
解度が低下していく傾向にあるが，8 薬物全てにおいて，4 月教育前の状態に戻ること
はなく，ある程度は憶えていることが明らかになった (表 9)．  
 
 
7月調査(n=79)
8薬物名 25 中央値 75 25 中央値 75   p 値
覚醒剤 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
大麻 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
あへん系麻薬 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
コカイン 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
MDMA 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
違法ドラッグ(現：危険ドラッグ) 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
有機溶剤 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00
脱法ハーブ（現：危険ドラッグ) 1.00 1.00 2.00 1.00 2.00 2.00 .017
表8　　　8薬物の理解度に関する4月教育後と3か月後の比較
パーセンタイル
　　　　　　　　　　Mann-Whitney のU検定
1 : よく憶えている～　4 : 全く憶えていない
4月教育直後(n=78)
.000
7月調査(n=79)
8薬物名 25 中央値 75 25 中央値 75   p 値
覚醒剤 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
大麻 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
あへん系麻薬 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
コカイン 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
MDMA 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
違法ドラッグ（現：危険ドラッグ) 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
有機溶剤 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
脱法ハーブ（現：危険ドラッグ) 1.00 1.00 1.00 1.00 2.00 2.00
パーセンタイル
　　　　　　　　　　Mann-Whitney のU検定
1 : よく憶えている～　4 : 全く憶えていない
4月教育直後(n=78)
.000
表9　　8薬物の有害性/危険性の理解度に関する3か月後の比較
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 表 10 より，薬物を誘われた対処方法を自由記載で記入してもらったところ，100%で
断ると回答した学生が 68%前後であった．それは，30%以上の学生が，断る自信が 100%
でないことを示した．自己の対処方法を行動に移す自信の程度は，本来なら全員 100%
が望ましいが，そこまでは達成できなかった．  
一方，少人数であるが，0%や 5%，50%と低い自信の程度を示す学生も認められ，薬
物を誘われても断りきれない学生の存在も明らかとなった．  
 
Ⅲ 考察  
 
1．基本属性と生活状況からの薬物乱用防止教育の考察  
3 年課程看護師養成学校は，男性の比率が圧倒的に少なく女性が多いことから，調査
票への記入の際に男性の個人が特定されないように，性別の記入も年齢の記入も自由と
した．7 月調査で男性の回答が増えた点については，対象者が回答により個人が特定さ
人 % 人 ％
断る 64 82.1 62 86.1
逃げる 5 6.4 5 6.9
無視する
縁をきる
1 1.3 2 2.8
警察に通報 4 5.1 3 4.2
無回答 4 5.1 7 8.9
合計 78 100 79 100
100% 53 67.9 54 68.4
99% 2 2.6 2 2.5
98% － － 1 1.3
95% － － 4 5.1
90% 6 7.7 5 6.3
85% 1 1.3 － －
80% 5 6.4 4 5.1
70% 3 3.8 － －
60% － － 1 1.3
55% 1 1.3 － －
50% 1 1.3 2 2.5
5% 1 1.3 － －
0% － － 2 2.5
無回答 5 6.4 4 5.1
合計 78 100 79 100
行動に移す
自信の程度
薬物を勧めら
れたときの対
処方法
7月調査
ｎ=79
4月調査
n=78
表10　　実際に薬物を勧められたときの対処方法と行動に移す自信の程度
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れない安心感を得たためと考えられる．圧倒的に男女比率に差がある場合の調査におい
ては，ありのままを回答してもらうためには，個人が特定されないように慎重に配慮す
ることが重要であると考えられた．  
表 3 から，日常生活リズムは，入学当初に比べ，7 月では生活リズムが不規則になっ
ていた．アルバイトへの従事などで，生活リズムが不規則になると，昼夜逆転傾向にな
りやすい．嶋根は，一般的に薬物乱用者の生活は不規則となり，生活リズムは乱れ，青
少年においては寝坊や朝食の欠食が高いことを報告している 35)．本調査でも 4 月に比べ，
7 月は生活リズムが乱れやすく，不規則な学生ほど学校生活満足度が低いことに有意な
関連性を示していた．このことから，生活リズムの乱れは，学生生活の質の低下や，学
生の異変に早期に気づき支援の手を差し伸べる指標になると考えられる．  
 遊間は，覚醒剤使用の心理機制を 8 類型に分類して分析しており 36)，その中で，逃避
(不快感や不適応感を薬物により紛らわす )，元気づけ (劣等感・挫折感・無力感を薬物で
払拭する )があり，覚醒剤を使用する心理的な問題性の深さについて述べている．遊馬の
報告からも，生活リズムの乱れは，修学上の問題だけでなく心理的問題が潜んでいない
かを見極める 1 つの指標ともいえる．学生に規則的な生活リズムを整える重要性を伝え，
大学生等も基本的生活習慣を維持していくことは，間接的な薬物乱用防止に繋がると考
える．  
 
2．薬物乱用防止教育の効果の継続性についての考察  
対象の 96.2%の学生が小学校・中学校・高等学校において，1 度は薬物乱用防止教育
を受けた経験があり，全く受けたことがない学生は 1 名のみであった (図 5)．4 月の教育
前後では，乱用の危険性のある 8 薬物すべての理解度は有意に上昇したが，これは教育
直後の影響による効果が考えられる．そこで，夏季休暇前の注意喚起も含め，3 か月後
の 7 月に調査を実施した．4 月教育直後と 3 か月後の調査との比較では，8 薬物の憶え
ている程度は低下したが，全く憶えていないと回答した学生はいなかった．  
4 月の教育後と 3 か月経過後の 7 月調査の理解度を比較したところ，7 月調査は中央
値が高く，忘れている傾向にあった (表 8)．8 薬物に対する有害性及び危険性においても，
同様に忘れている傾向にあった (表 9)．しかし，8 薬物に対する理解度も，有害性及び危
険性においても，3 か月経過後もすべて中央値が 3.00 に至らなかった．このことから，
「ある程度憶えている」から「よく憶えている」ことが認められ，薬物乱用防止教育後
から，3 か月を経過しても教育効果が継続していることが確認できた．  
乱用の危険性のある薬物は，時代とともに変化するため，厚生労働省や警察庁など行
政が作成・配布するパンフレットは，脱法ハーブ (危険ドラッグ )などの新たな薬物を随
時盛り込むなどして改訂がおこなわれている．薬物乱用防止教育を実施している教育機
関は，新たな薬物は指導内容に含むように努力していかなくてはならない．  
教育の進め方には，喫煙，飲酒，薬物乱用防止に関する指導参考資料によると 37)，
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1950~60 年代に欧米で行われた『知識中心型』，『脅し型』の古典的な教育では効果は期
待できず，社会的要因の対処スキルの形成に焦点を当てた教育，すなわち薬物乱用の契
機となる社会的要因の影響に気付き，対処するスキルの習得を目指すことが有効である
ことが明らかになったとしている．   
今回の対象である看護学生では，脱法ハーブ (危険ドラッグ )に対する認知度が一番低
かった．これは，脱法ハーブ (危険ドラッグ )そのものが，近年，蔓延し始めた新しい薬
物であり，こうした問題に関心がない学生は，報道やネットニュースなどに目を通すこ
ともないと推察される．今後は，高等学校卒業後の教育機関が，薬物乱用に対して関心
の低い学生も含め，危険回避行動を修得し危機意識を向上させる薬物乱用防止教育の機
会を設ける必要があると考える．   
これからの薬物乱用防止教育は，時代や発達段階に応じて，学生の人間関係や社会環
境と照らし合わせながら，現状を理解できる薬物乱用防止教育が重要であるといえる．
昨今の学生は，情報収集手段やコミュニケーションツールとしてスマートフォンを活用
している．スマートフォンによる SNS 等の普及は，情報をいち早く拡散してしまうリ
スクが懸念されているが，その拡散性を活用し，薬物への誘惑を回避するためのツール
として活用する工夫を検討していくことが期待される．  
 
3．学生の規範意識からの考察  
 図 8 より，未成年者の飲酒や喫煙も，薬物乱用に該当すると知らない学生が多かった．
飲酒や喫煙以外にも，処方薬や一般医薬品においても，適切に使用しなければ薬物乱用
に該当することも知らないと推察される．アルバイト時間数の増加に比例し，月額交遊
費も増加傾向にあった．高等学校卒業後の学生の背景として，飲酒や喫煙に誘われると，
金銭的な余裕から，たばこの購入や飲酒ができる状態にある．違法薬物以外の乱用につ
いても教育内容に含めることで，学生にとって身近な社会問題として認識されやすいと
考える．  
特に，大学のサークル等の新入生歓迎コンパや合宿等で，毎年のように学生の急性ア
ルコール中毒による死亡事例が発生している．急激なアルコール摂取は，生命を脅かす
事故に繋がる危険性があることも啓発しなくてはならない．  
東京消防庁の報告 38)によると，平成 22 年から急性アルコール中毒患者の救急搬送数
は増加し，平成 26 年は，14,303 人であった．そのうち，20 歳代の男女が 6,138 人で顕
著に高かった．この結果から，学生がアルコールも，非常に身近に存在する薬物の一種
であり，適正な飲用方法を習得しなければ生命を脅かす飲み物になることを認識するこ
とができれば，薬物乱用に対する規範意識向上に繋がるのではないかと考える．  
表 5 より，薬物乱用に対する考え方は，4 月調査で「個人の自由」と回答した学生が
4 名いたが，教育直後は 2 名に減少し効果として多少評価できる．しかし，7 月調査で
も，未だに 2 名の学生が「個人の自由」と回答している．このことは，医学や看護学を
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学ぶ学生であっても，薬物乱用を容認する態度をもつ学生が存在していることが明確に
なった．看護職を目指す学生であるからといって，必ずしも薬物乱用防止に対する規範
意識が高いとはいえないといえる．  
松本は，「わが国の精神科医療関係者において，『薬物依存症は医療ではなく司法で』，
『治療でなく取り締まりで』と考える者も少なくなく，薬物依存症の治療を引き受ける
医療機関が極めて少ないのが現状である」と述べている 39)．医学でほとんど扱われなか
ったと同様に，看護学でも，薬物依存症や薬物関連精神障がいに関する看護について学
ぶ機会がほとんどない．薬物依存者が，退院・出所して最終的に地域に戻ることを考え
ると，薬物乱用防止教育だけでなく，薬物依存症に関する知識や治療方法，看護につい
て学習することは，地域保健や精神保健分野に貢献できるといえる．  
薬物関連ネット閲覧経験の有無でも，7 月調査で「うっかり閲覧してしまった」と回
答した学生が 1 名いた (表 5)．この結果は，教育直後は，薬物の危険性・有害性を認識
しても，興味本位で有害サイトを閲覧してしまう学生の存在を常に意識する必要がある
ことを示している．教育が薬物に対する興味を惹起させたというよりは，学生が身近に
あるインターネットやスマートフォンから有害サイトに簡単にアクセス・閲覧でき，容
易に薬物を手に入れやすい時代が到来していると懸念される．  
 
4．ライフスキルの指導からの考察  
今回，薬物乱用の危険性や有害性だけに特化せず，薬物に手を出さないためにもライ
フスキルに関する指導を実践し，自分自身を大切にする重要性を強調した．教育前は，
ライフスキルについて学生の認知度は低かったが (図 6)，3 か月後の 7 月調査で，ライフ
スキルという言葉を憶えている学生が約 30%いたことは(図 7)，コミュニケーションス
キルなどの講義科目がある看護学生であるため，個々のライフスキルを獲得する機会が
あることが影響していたと考えられる．  
しかし，自分自身を大切にする必要性について，日常生活のなかで意識できていたか
との質問に対して，3 か月後の 7 月調査で「ほとんど意識していなかった」，「全く意識
できていなかった」と回答した学生が 8 名おり，全体の 10%を占めていた．自分を大切
にしていないという自覚をもつ少数の学生の存在に配慮し，学内のスクールカウンセラ
ーや，各都道府県にあるこころの健康センターなど各地域の相談機関に関する情報提供
も必要であったと考える．  
表 10 より，薬物を誘われたら断る自信と行動に移せる程度を 0～100%で表記しても
らったところ，4 月調査及び 7 月調査でも，30%を超える学生が 100%の自信を持ててい
ないことがわかった．この結果は，危険が迫ったときに，誘いを断ることができない学
生の存在を示唆している．この結果は，薬物を誘われても断ることが自身を大切にする
ことに繋がることに焦点を置き，今後の教育プログラムの方向性を示唆しているといえ
る．  
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 ライフスキルは，問題対処スキルやコミュニケーションスキルを活用することで育成
される能力でもある．川畑は，ライフスキル形成に焦点を当てた薬物乱用防止プログラ
ムの具体例として挙げているなかで 40)，Botvin,G.J.が 41)開発した Life Skills Training 
Program（以下，LST プログラム）を紹介している．この LST プログラムは，高いセ
ルフエスティームをもつことが，青少年の考え方や行動に影響を与え，薬物乱用をはじ
めとする危険行動のリスクが下がることを基本的理念に置いたプログラムである．勝野
も，米国での薬物乱用防止教育プログラムの妥当性と有効性において，最も長期にわた
って効果が認められたのが LST プログラムであったと報告している 42)．  
わが国では，Botvin,G.J.の理念とプログラムを参考に，川畑らが，小学校 5 年生から
中学 3 年生を対象とした一連のライフスキル教育プログラムを開発している．これらの
プログラムは，中学 3 年生までを対象としており，高校生以降から大学生用のライフス
キルを組み込んだ薬物乱用防止教育プログラムは開発されていない．特に，看護師養成
学校や大学のような大集団に対しては，限られた時間と回数のなかで効果があがる教育
プログラムの開発が望まれる．  
嶋根は，クラブイベント来場者について大学生と同世代を調査対象として意識調査を
実施しており，青少年が薬物を使用する理由はさまざまであるが，「友人・知人からもら
った」という回答が最も多く，使用動機は「友人に誘われたから」と報告している 43)． 
さらに，青少年の薬物乱用防止教育においては，薬物乱用が引き起こす様々な健康被
害を理解させるだけでなく，身近な人からの誘いをいかに断るかについて考えさせるこ
とが重要であると述べている 43)．高等学校卒業後も，どこで薬物を誘われるかわからな
いことを想定し，いざというときに断れる行動を獲得することが重要であると考える．
そのためのトレーニング形式の教育プログラムを開発する必要がある．  
今後は，自分自身の身を守る具体的な対処方法や，身近な人から誘われたら断り方を
自分で考え，実際に行動に移すロールプレイを取り入れた実践型薬物乱用防止教育プロ
グラムを検討する必要があると考える．  
 
Ⅳ 本研究の限界  
 
 本研究は，3 年課程看護師養成学校の学生を対象とした教育実践とその効果を検証し
たものである．1 つの学校による結果であるため，本研究結果を一般化することは難し
いが，さらに，次年度も同様の対象に研究を実施し，2 年間の変化を比較することもで
きる．他の看護師養成学校の学生や医療系大学生を対象と比較・検証による研究知見を
積み重ね，一般化できるように研究を継続することを今後の課題としたい．  
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Ⅴ 結論  
 
1 乱用の危険性のある薬物に対する理解度について，教育前後と 3 か月後を比較し検
証した．その結果，教育直後が最も理解度が高く，次いで 7 月調査であったことから，
8 薬物とも教育前の状態には戻らず，一定の教育効果の継続性が確認できた．  
2 ライフスキルに関する指導をしても，4 月教育直後と 3 か月後の 7 月調査で，断る自
信と行動に移せる程度が 100%に満たない学生が 30%を超えていた．  
3 今後は，ライフスキルを活用し，誘われても断る行動に移せるトレーニング型薬物
乱用防止教育プログラムの開発が必要である．  
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第 3 章 研究Ⅱ 
 『ライフスキルを強化する薬物乱用防止教育後の効果評価 －テキストマ
イニングによる内容分析を通して－ 』 
 
Ⅰ 研究方法  
 
1．研究期間  
2012 年 4 月～5 月  
 
2．分析対象  
2012 年 4 月に，3 年課程看護師養成学校に入学した 1 年次生 81 名を対象とし，教育
後に提出された 400 文字の記述レポートのうち，質的研究への承諾を得たレポートのみ
を分析対象とした．  
本研究の対象及び教育内容は，研究Ⅰと同対象である．研究Ⅱでは，構成された質問
紙項目以外から薬物乱用防止教育受講後の意識について質的分析を進めることにした．  
 
3．薬物乱用防止教育の構成  
1)学習目標の設定  
学習目標として，次の 4 点を目標と設定した．①ライフスキルの必要性を理解できる, 
②薬物の危険性と健康被害について理解できる，③断る勇気を持つことができる，④自分
自身を大切にする重要性を理解する，と設定した．ライフスキルに関する指導及び，薬物
乱用防止教育の指導内容においては，研究Ⅰの方法に記述しているため，本章では割愛す
る． 
2)レポート提出（400 文字） 
薬物乱用防止教育後の学びを分析することを目的に，400 文字のレポート提出を課題と
して提出を求めた．テーマは，『薬物乱用防止教育を受けて考えたこと』とした． 
3)回収方法 
教育 1 週間後を締切りとして，レポート提出を求めた．分析することに対する同意の可
否は，承諾書に記入のうえ，レポートに添付し提出ボックスに自由投函方式で回収した． 
 
4．分析方法 
解析ソフトとして，KH Coder(Ver. 2.Beta.32c, 2015 01/14) Windows 版を使用した．  
KH Coder は立命館大学で開発されたフリーのソフトウェアである．アンケートの自  
由記述・インタビュー記録・新聞記事などのデータをテキスト分析することをテキスト
マイニングという．  
KH Coder は，テキスト型（文章型）データを，統計的に計量的に分析することがで  
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きる．高頻度出現単語のカウントだけでなく，語句と語句の共起や階層的クラスター分
析もでき，非常に使いやすく，図式化も可能であるため分析ツールとして選定した．KH 
Coder には Windows 用バイナリ，チュートリアル，マニュアル，“ChaSen: 茶筌(ちゃ
せん)”・MySQL・R が包含されている．形態素解析エンジンは，入力文を単語単位に分
割し品詞を付与し，ソフトには“MeCab(めかぶ)”や“ChaSen:茶筌 (ちゃせん)”がある．   
前者は，京都大学情報学研究科が，後者は奈良先端科学技術大学情報科学研究科が開
発している．フリーのソフトウェアで広く自然言語処理研究に資するため開発されたも
のであり，双方とも随時，更新されている．インターネットから手持ちのパソコン OS に
応じた最新のバージョンをダウンロードすると誰でも使用が可能である．テキストマイニ
ングは，電子媒体の文書データをコンピュータを用いて解析するため，品詞情報や出現頻
度を元にキーワード候補となる語を絞り込む．構造化されていないテキストデータから言
葉のパターンや規則性を発見して，知識や情報を得る技術である 44)． 
そこで本研究では，KH Coder の“ChaSen:茶筌”システムを用いてレポート文章を品 
詞に分解した．文書データは，テキストファイルで読み込むため，レポート内容を１語句
も変化させずにメモ帳に転記入力した 45)．その後，“ChaSen:茶筌”により分析を行い，形
態素に分解した．文章から出現頻度が高い単語を抽出し抽出後リストを作成した (表 11)．
類似性の高い複合語は統合し，出現頻度別に並べ分析した．テキストデータの中から語を
自動抽出し，多頻出単語を確認した．また，語と語の結びつきは，共起ネットワーク分析
を用いた． 
 
5．倫理的配慮 
本教育は教育カリキュラム外の時間で実施しており，レポート提出の有無は成績評価に
関係しないことを説明した．不参加を選択しても何ら不利益を被らず，匿名性の保証，研
究発表や教材以外に使用しないことを文書と口頭で説明した． 
教育 1 週間後を期限に，学生が自由に投函できる回収ボックスに提出を求めた．承諾書
が添付されたレポートのみを分析対象とした．3 年課程の看護師養成学校の特性から，男
性が少なく，性別や年齢を記入すると個人が特定される恐れがある場合は，性別及び年齢
の記入の有無も自由選択とした．形態素解析後も，個人が特定されないように配慮した．
本研究は，所属機関の研究倫理審査委員会の承認を得て実施した． 
 
Ⅱ 結果 
 
 対象者 81 名のうち承諾書の提出があった 74 名(91.4%)のレポートを分析対象とした． 
 
1．基本属性  
男性 2 名(2.0%)，女性 72 名(96.0%)であり 74 名全員が性別を記載していた．年齢 18
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歳 58 名(80.6%)，19 歳 8 名(11.1%)，20 歳以上 6 名(8.0%)であった．基本属性は 3 年課
程看護師養成学校という学校の特性から，女子学生の割合が多く，性差による分析を行
うと個人が特定されるため実施しなかった． 
対象の年齢構成も 18 歳，19 歳が 91.7%で，ほとんどが未成年者であった．この年代
は，小学校，中学校及び高等学校の学習指導要領改訂に基づき，薬物乱用と健康に関す
る指導を受けることが義務づけられた年代である．また，文部科学省は，毎年 1 回は必
ず薬物乱用防止教室を開催するように依頼している．これらの時間以外にも，保健指導
として薬物乱用に関する指導が実施されている．看護師養成学校入学前の教育機関にお
いて，過去に薬物乱用防止教育を受けた背景をもつ学生である．  
 
2．形態素解析による高頻度出現単語の抽出 
テキストマイニングによる分析結果を示した(表 11)．薬物乱用が最大頻度で 52 回使用
されていた．“1 度乱用してしまうと”，“たった 1 度の過ちでも”，“1 度の過ちで全てが変
わる”，“1 度手を出してしまうと何度も，何回も使用してしまう”など，1 度や 1 回とい
う表現が 27 回で 2 番目に頻出していた．  
3 番目には，違法ドラッグや脱法ドラッグ，ハーブやアロマなどの表現による一連の薬
物群で，これらは 2014 年以降から政府が統一呼称としている危険ドラッグのことを指し，
総数として 26 回出現していた．乱用の危険性のある覚せい剤と大麻の出現頻度は低かっ
た．MDMA については薬物の形状から，“ラムネみたい”，“ラムネ菓子”という表現が用
いられており，視覚的情報から記述していた． 
薬物依存，薬物依存者及び乱用者という単語が 25 回の出現数であり，これは主語とし
て用いられていた．依存症・依存性は薬物による症状であると解釈し，単語を統合しなか
った．乱用の危険性のある薬物や，乱用した場合の症状などの出現頻度は多かった．  
薬物乱用防止啓発教育は，23 回出現した．乱用や依存と同頻度でされていた言葉が，“自
分自身”であり出現数は 18 回であった．“自分自身の健康を守る”，“自分を守れるのは自
分自身”，“自分自身を大切にすること”など，自分自身を薬物から守ることや，その基盤
として自分を大切にする重要性についての学びを記述していた．   
 心理社会的能力・ライフスキルという単語は 3 回しか出現しておらず，ライフスキルに
関する学びを記述する学生は少なかった．友人関係や人間関係という単語においては，関
係性から悩み事が発生し薬物の使用に至る危険性について記述しており，ライフスキルの
1 つである人間関係スキルのことではなかった．  
再犯防止や相談センター，心理カウンセラー，ダルク，施設不足や職員不足という出現
数は少ないが，薬物乱用に至る前の相談機関や，乱用者が回復するための社会復帰施設に
関する学びの記述も認められた．  
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3．形態素解析による共起ネットワーク 
 次に，テキストデータを共起ネットワークで分析し，図 9 に示した．共起ネットワーク
とは，抽出語またはコードを用いて，出現パターンの似通ったものを線で結んだ図であ
り，共起関係を線（edge）で表したネットワークを描く機能である．どの語とどの語が
一緒に使用されていたかという「共起」に注目し，語句が密集している箇所や結んだ線
が密集しているところに関係性の強さを見出すことが可能となる 46)．  
乱用という語が最も共起し，この図の中心に布置された．乱用というキーワードが中
心となり，周辺に啓発教育や薬物を断る勇気が関連性を示す線で結ばれた．その上で，  
“覚せい剤‐大麻”や“違法‐ドラッグ”，“たくさん－種類”，“手－出す”，“断る－勇気”
など学生の記述内容に応じて，クラスター（円）を書き加えた．それぞれに結びつきが
認められたが，薬物乱用防止教育の外側の周囲に布置され，“覚せい剤 -大麻”と“違法-
ドラッグ”は凝集性が認められなかった．  
図 9 の中心に，“薬物‐乱用”，“乱用－防止”，“防止－教育”，“防止－啓発”，“薬物
－勧める”，“乱用－断る”，“断る－勇気”，“薬物－恐ろしい”，“自分－できる”など，
乱用防止教育による語句が布置され，結びつきと凝集性及びクラスターが認められた．
断る勇気として共起することが認められたため，断る勇気をもつことに学生は理解を示
していた．  
“乱用－防止”の結びつきが最も強かったことは，表 11 による薬物乱用の頻出の高
さからも整合性があった．また，“覚醒剤－大麻”，“違法ドラッグ”などは，周辺に布置
されているだけで，線で結ばれていなかった．薬物を勧められても断ることを重視した
一次予防教育と，薬物の種類についての学びは，別次元の分布になった．  
 
Ⅲ 考察 
 
 今回，ライフスキルについて，20 分間の講義形式で教育を実践した．そのため，学生
は，ライフスキルの意味を知るのみで，スキルを育成する実践的な教育ではなかった．ト
レーニングなしでは，スキル育成が困難で，記憶に残る可能性も低いことも示唆された．
ライフスキルを活用し，断るスキルをトレーニングを教育プログラムに組み込み，再考し 
なければならないと考える． 
 ライフスキルは，自分自身を大切にするという自尊感情が基盤となっている．薬物乱用
防止指導のなかで，薬物を使用しないことが，健康を守るだけでなく自分自身を大切する
重要性に繋がることを指導していたことが記憶に残すことができていた．“自分を大切に
すること，これは薬物だけでなく，これから出会うさまざまな問題や危険な出来事から，
自分自身を守る重要な言葉と考える”という記述から，セルフエスティームについての学 
びが確認できた．“自分自身を大切にする意義”についても学び考察することができてお
り，教育目標は達成できたと考える． 
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複合語 出現数 複合語 出現数 複合語 出現数
薬物乱用 52 大変迷惑 1 使用・逮捕 1
一度・1度・1回・一度きり 27 社会的 1 体験談 1
違法ドラッグ・合法ドラッグ
脱法ハーブ・お香・違法薬物
26 人生めちゃくちゃ 1 半数以上 1
薬物依存・薬物依存者
薬物乱用者・薬物依存症
薬物使用者・使用者
25 薬物自体 1 ダルク 1
薬物乱用防止・
薬物乱用防止啓発教育
23 薬１つ 1 肉体的 1
何度・何回 21 危機感 1 高揚感 1
依存性・依存症 20 危機意識 1 裏社会 1
自分自身・私自身・本人自身 18 精神状態 1 気持ち次第 1
好奇心 8 友人関係 1 錠剤型 1
危険性 8 一生棒 1 大麻・覚醒剤 1
精神的 7 衝撃的 1 心配事 1
人間関係 5 暴飲暴食 1 パニック症状 1
可能性 4 相談センター 1 携帯電話 1
医療従事者 3 再犯防止 1 売買方法 1
興味本位 3 社会全体 1 交際相手 1
悩み事 3 薬物乱用経験者 1 再燃現象 1
ライフスキル・心理社会的能力 3 学校・職場 1 家族・友人 1
１人ひとり 3 薬物以外 1 心理カウンセラー 1
現代社会 3 チャイナホワイト 1 オンオフ 1
小・中・高 3 幻覚症状 1 資金不足 1
被害妄想・不安 3 危険度 1 職員不足 1
ラムネみたい・ラムネ菓子 3 言葉巧み 1 一番後悔 1
マジックマッシュルーム 2 どっぷり 1 資金援助 1
最終的 2 使用量 1 コスト削減 1
再確認 2 否定的 1 覚醒剤大国 1
具体的 2 気分転換 1 体験記 1
いつ自分 2 正式名 1 たくさん種類 1
お店 2 安全そう 1 自己実現 1
告白事例 2 ビデオ学習 1 薬物対策 1
社会問題 2 地球上 1 視覚的 1
高等学校 2 インターネット等 1 聴覚的 1
予備知識 2 喫煙歴 1 具体性 1
想像以上 2 日常的 1 看護師 1
危険そう 2 健康的 1 睡眠時間 1
身体的 2 ストレス発散方法 1 薬物サイト 1
信頼感・信頼関係 2 麻薬・大麻・コカイン・ 1 対人関係 1
神経細胞・脳細胞 2 万が一私 1 目つき 1
繰り返し使用 1 満足感 1
十分理解 1 散々ダメ 1
一番大切 1 インターネット上 1
一時的 1 借金・窃盗・詐欺・売春 1
 
 
 
表 11 テキストマイニングによる高頻度出現単語  (個数 ) 
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JYKB では，その報告書 47)の中で，ナサニエル・ブランデン 48)のセルフエスティーム
の 2 つの柱として，①自己有能感：基本的に人生の挑戦に立ち向かう力があると感じる，
自分の知性とそのプロセスを信頼する，②自己価値(尊重)感：成功し幸せになる価値があ
ると感じる，と記述している．そして，自分自身を達成，成功，尊敬，友情，愛などにふ
さわしいと知覚すると紹介している．この 2 つの柱を育成しなければセルフエスティーム
の形成は難しいとされる 49)．  
図 9  形態素解析による共起ネットワーク 
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JKYB は，セルフエスティームを形成する教育として参加型の活動学習を推奨している
が，本研究での薬物乱用防止におけるライフスキル教育については，従来の「知識中心型」
となってしまっていた．乱用というキーワードが中心となり(図 11)，用の周辺に啓発教育
や薬物を断る勇気が関連性を示す線で結ばれている(図 9)．ライフスキルの出現単語数の
少なさからも，学生がレポートに記述するまでに至らないという結果であった．講義だけ
では，ライフスキルに関する教育の効果は低かったと考える． 
川崎は，ライフスキル向上の教育を，直接的にメンタルヘルスに基盤を置く以外に，喫
煙や栄養，運動といった健康関連のトピックスにライフスキル教育の要素を盛り込み，命
の教育とライフスキルを取り入れた健康教育プログラムを実践している 50)．しかし，川
崎の教育実践は，全 15 時間を使用しており，大学等における薬物乱用防止教育ではそこ
まで多くの時間を配当できない．教育カリキュラムの時間的制約を踏まえるならば，90
分 1 コマの時間配分が最大である場合も多いと考えておかなくてはならない． 
本教育実践の結果から，今後は，セルフエスティームの重要性を述べ，ライフスキルを
活用した断るスキルを育成する参加型教育のプログラムを構成する必要があると考える．
そのように改善し，ライフスキル教育と薬物乱用に関する教育内容が複雑にならず，学生
にとっても理解しやすいと思われる． 
共起ネットワーク(図 9)から，学生の学びは，薬物乱用防止と，乱用の危険性のある薬
物と分離させて学びを記述している．教育内容が複雑化しないように，①薬物の危険性に
ついての教育と，②誘われたらいかに断るか，断る勇気について 2 つの柱に焦点を絞った
内容にするほうが，教育効果の向上が期待できると考える．  
ライフスキルを活用し断るスキルを育成するトレーニング型教育の実践をする場合は，
写真や演習シート，ポートフォリオなどで可視化できる教材工夫も重要である．学生同士
で意見交換する時間を設け，コミュニケーションスキルを活発化させる教育展開もしな
ければ，ライフスキルを強化することにも繋がらないと考える．講義終了前には，学生
が自らで考えたことを発表し，視覚的に加え，聴覚的にも学生相互で学びを共有できる
機会も設けることにしたい． 
 
1．パンフレットやDVDの教材資材からの学びの考察  
ライフスキルの説明後に，薬物乱用の危険性や危険ドラッグの説明と DVD を視聴して
いるため，その順序効果の影響と視覚効果から，ライフスキルの学びが薄れてしまったこ
とも考えらえる． 
反対に，薬物依存者や依存性・依存症についての出現頻度の多さからもわかるように，
学生は薬物乱用と薬物依存の関係性についての学びが多かった．それは，薬物の危険性・
有害性についての講義及び DVD の映像による教育効果であると考える． 
パンフレットでは，具体的な薬物の写真や危険ドラッグの店舗，薬物依存の影響の生体
説明図などカラー写真で掲載されており，視覚効果による学びもある．薬物の影響は言
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葉で説明することに限界があり，映像や写真などによる音響効果，視覚効果を含めた視
聴覚教材は，記憶に鮮明に残りやすく教育効果が高いと考える．本 DVD は，幻覚や幻聴
などの薬物による精神的影響をリアルに映像化してインパクトを与える効果があること
も影響しているといえる．  
使用したパンフレットは，末頁に乱用者の告白事例が掲載されている．その内容は，
将来を見失った大学生や主婦の手記であり，読みやすい文章で書かれている．対象は，
これまでの教育機関で薬物乱用防止教育を受けた経験をもつ学生だが，発達段階や倫理
的配慮から，具体的な教育が実施できないこともある．  
“今まで何度か指導を受けてきたにも関わらず，知識はゼロに近かったので，この教
育を受けて恐ろしいことがわかった”，“薬物は危険な物とは知っていたが，詳しいこと
はあまりわかっていなかった”，“DVD を観て本当に薬物は恐ろしいとわかった”，“今ま
で関係ないと思っていた薬物が，身近に潜んでいることがわかった”，“これまでの教育
では，具体性に欠けた教育だった”など学生の記述からも理解できる．  
SNS や宅配などの購入経路が存在し，薬物犯罪が巧妙で顕在化しにくい社会状況を鑑
み，学生が危険を察知し，薬物を誘われても断り方を修得できる薬物乱用防止教育プロ
グラム開発が必要である．高等学校を卒業した学生は，生活時間の自由度が高くなり，
アルバイト時間の確保がしやすくなる．アルバイトなどの収入により，交際費が高額化
する年代でもあるため，薬物を購入しようと思えば購入できる年代である．そのような
学生であるからこそ，薬物の種類や恐ろしさ，依存や幻覚，幻聴などの健康被害を含む
具体的な教育実践が重要である．  
また，“DVD を観て薬物の恐ろしさを感じた”，“DVD から薬物を乱用した場合の具体
的な状態がわかった”，“幻覚・幻聴というものがどのようなものかわかった”などの記
述があった．この DVD が若年層に受け入れられやすく，記憶に鮮明に残る印象を与え
ることができると判断できる．効果的な薬物乱用防止教育を進めるためには，講義後に
も見直しができるパンフレットや，DVD 教材を併用した教育をすることが望ましいとい
える．  
 
2．薬物乱用の危険性と健康被害についての学びの考察  
学生の記述は，“たった 1 回の使用で人生がむちゃくちゃになる”，“たった 1 回の使
用が人生を駄目にする”，“1 度の使用で人生がダメになる”という表現であり，薬物の
危険性について学ぶことができていたと考えられる．  
依存症・依存性の出現頻度も 20 回と多く認められた．これは，薬物乱用による依存
性や依存症についての記述であった．精神的依存や身体的依存の明確な区別はできてい
ないが，依存性の怖さについて学ぶことができていたと考えられる．しかし，耐性につ
いては単語が出現せず耐性に関する理解不足が危惧される．耐性とは，これまでの乱用
量では満足できずに，さらに量を求めていく状態である．その状態は，DVD で表現され，
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パンフレットにも掲載されているが，学生が理解することは難しかったかもしれない．
DVD 映像で，乱用による耐性の状態を表現しているときには，教員による言葉も添える
などを行い，耐性の状態や，依存との関係性が学習できるように教示しなければならな
いと考える．  
チャイナホワイト (合成ヘロイン )やマジックマッシュルームについては，講義では説
明していないが，隠語に関する記述があった．危険ドラッグは，アロマやハーブ，リキ
ッドの 3 種類に大別され，その多くが街頭店舗で販売されてきた．知らずに注文して吸
引してしまう危険性が潜んでいることや，間違えて所持しないように，製造元や販売元
をきちんと確認したうえで購入するように行動することを指導した． 
医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく厚生労
働省令により，指定薬物の包括指定が規定され，取締りの強化で街頭店舗数はなくなっ
た．しかし現状は，代替流通ルートとして，ネットや宅配での密売ルートに移行してい
ると推察されている．このような現状を学生に伝え，時代に応じた注意喚起をしたが，
インターネットやスマートフォンの単語の出現数は少なかった．安易な購入や興味本位
での薬物関連サイトの閲覧は危険であると認識できていない恐れもある．他人に知られ
ずに購入できる経路であるからこそ，その危険性を徹底的に周知できるように努めなけ
ればならないといえる． 
 
3．薬物乱用者への回復支援についての学びの考察 
 再犯防止や相談センター，心理カウンセラー，ダルクなど出現数は少ないが，薬物乱
用に至る前の相談機関や，乱用者の回復支援に関する学びがあった．“講義を機に知った
ことは，薬物を入手する場所はたくさんあるのに，薬物依存から断ち切る施設や病院が
不足していることだった”との記述からも，学生の関心は乱用者への回復支援にも広が
りをみせた．  
“ダルクは，わが国に 50 ある施設だが資金援助を受けているのは 40%である”，“悩
みごとができたら心理カウンセラーに相談する”，“カウンセリングを受ける”など，乱
用者の社会復帰施設や資金援助，日頃から悩みを相談できる相手や相談機関を知ってお
くなどの対処方法について，具体的な記述が認められた．本実践は，一次予防に重点を
置いた教育内容であり，二次予防，三次予防など薬物乱用者への支援について教授はし
ていなかった．しかし，レポートに記述していることから，学生自身が主体的に薬物乱
用後の支援について調べたと推察され，学びを深め視野を広げることにもつながってい
た．今後は，回復支援など再発防止策や社会復帰施設についても教育内容に含めること
を検討したい．  
特に，今回の対象は看護師養成学校の学生であったため，医療従事者として知ってお
くべき知識や，薬物乱用者の入院・治療先について気になった学生もいたと思われる．
薬物乱用の一次予防に加えて，二次予防・三次予防的な内容を加えると，予防と治療，
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回復支援への専門機関との連携・協働に繋げる視点を育むと考えられる．  
栗原 51)は，教育系および医療系大学生を対象に，パワーポイントによる「薬物乱用・
依存」をめぐる薬理学の講義後に，800 文字以上の作文の自由記述を求め，内容を分析
している．その結果，「薬物乱用の恐ろしさと害の認識」に関する語句の出現数が最も多
かったのが，“心身への悪影響”と，次いで多かったのは“強力な依存性”であった．「薬
物乱用への対策」については，第 1 位が薬物に対する知識の向上，第 2 位が断る勇気の
醸成であったと報告している．  
本研究の対象も，薬物の依存性についての出現数は多く同じ傾向を示した．また，断
る勇気の醸成も同様に第 2 位である．薬物乱用防止教育において，断る勇気や断り方に
関する内容が極めて重要であることを示唆する結果となった．  
栗原の考察で，医療関係者は，薬物を取り扱う機会が多いのは周知の事実であり，薬
物の必要性を認識しつつ，薬物乱用の怖さや健康被害を正しく理解している点は心強い
ともある．本研究の対象も看護学生であり，医療系麻薬も取り扱う職種である．乱用の
危険性の薬物に関する認識を高め，乱用後の健康被害や治療，回復支援との連携・協働
について学ぶことは，将来に活用できる実践力となる．  
筆者は，これまで入学時オリエンテーションの生活指導の一環として薬物乱用防止教
育を実施してきた．しかし，看護師養成学校の学生や医療系大学生等にとって実践力と
なりうるなら，乱用の危険性のある薬物や，薬物乱用者への治療や看護について学ぶこ
とは，今後の医学や看護学の教育カリキュラムを整備するときの検討課題であると思わ
れる．  
薬物を誘われることは大学生等に限ったことではなく，社会人になっても誘われるこ
とがあるかもしれない．そのことも踏まえ，社会人になる前の教育機関として薬物乱用
防止教育のなかに，薬物を誘われたときの断り方をトレーニングできる内容に構成する
ことも一試案であると考える．そして，ライフスキルを基盤とした断るスキルを育成す
る薬物乱用防止教育は，大学在学中に加え，社会人になって薬物の誘惑を遮断すること
に役立つことに繋がることも含むことを検討したい． 
 
４．今後の教育プログラム内容と課題についての考察 
本研究は，ライフスキルを基盤とした薬物乱用防止教育施後のレポートを“ChaSen: 
茶筌”によるテキストマイニングを用いて，計量的・質的に分析し，教育効果を検証し
た．その結果から，看護学生を含む医療系大学生等を対象とした今後の教育プログラム
の内容を検討した． 
学生は，薬物は人生を壊すため，勧める人がいても，断る勇気をもつことが自分自身
を守り，自分を大切にすることに繋がることを学び，セルフエスティームを向上させる
学びがあったと解釈できた．しかし，ライフスキルという単語の出現頻度が非常に少な
く，講義形式では，学生の記憶には残っていないことが考えられた．ライフスキルの育
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成が，断るスキルを醸成すると考えて教育内容に含めたが，講義形式ではなく参加型教
育を検討する課題を残した． 
薬物乱用の危険性については，依存性や依存症，危険ドラッグに関する記述が多く認
められ，一次予防に繋がる学びがあった．DVD やパンフレットによる視覚的な影響によ
る教育教材の工夫の重要性が示唆された． 
共起ネットワーク分析から，危険ドラッグや覚せい剤，大麻と，断る勇気が自分を守
る単語との共線は認めなかった．このことから，乱用の危険性のある薬物と，断ること
が自分自身を守ることに繋がることと区別して学んでいることが明らかになった． 
今後は，①薬物の危険性についての教育と，②ライフスキルを活用し断るスキルを育
成することに重点を置いた薬物乱用防止教育プログラム内容を構成したい． 
本研究の対象は，将来，看護職として従事する．栗原 51)の結果からも，乱用の危険性
のある薬物の依存性や耐性，症状や健康被害の知識を得ておくことは，職務上有益な知
識と実践力になるといえる．そして，危険ドラッグなどによる乱用者が救急搬送されて
いる医療現場においても，救急対応において役立つ知識となり得るといえる．薬物乱用
防止教育を継続し，若年者の薬物乱用者の数を減少させることは，医療費削減にも繋が
ると考える．池上 52)らは，薬物乱用・依存は社会に多大な経済的損失を与え，わが国の
1 年間に発生する損失額を約 2068 億円であると報告している．薬物乱用を未然に防ぐこ
とは，医療経済学の観点からも有益であるといえる．これまでの大学生等における薬物
乱用防止教育は，ポスター掲示や入学時等のガイダンス時に実施していることが多いの
が実情であるが，これからは，医療費削減からも医学や看護学教育に薬物乱用防止教育
を含める必要がある． 
中野 13)の調査でも，大学生の 5.8%が小学校・中学校・高等学校のいずれかで，すで
に薬物乱用防止教育を受けていたと報告している．本研究の対象者も同様の背景があっ
た．本実践による教育効果は，過去の教育による影響も受けていることも考えられた．
しかし，過去の教育に比べ，本教育実践は，リアルで現実的でかつ具体的なことを説明
したため，詳しく理解できたなどの学生の記述があった．これらのことから，発達段階
を考慮した内容に改変しながら教育実践を積み重ねていくことが望ましいと考える． 
中野 13)は，大学生の希望として，薬物の危険性や法的知識，断り方，入手経路や副作
用などを講義内容に取り入れてほしいとも報告している．講義方法として，薬物依存症
の社会復帰施設職員や薬物依存回復者による体験談，映像や写真などの視覚的教材，討
論形式や単位が修得できるなどの大学生の実態調査を報告した．そのなかで，大学生は
一社会人として教育を受ける立場から次世代に伝える立場へと移行時期であることに気
づくことを期待した薬物乱用防止教育の一試案を考案している．教育分野で，大学生等
に対して社会人基礎力の養成が求められており，ライフスキルや断るスキルは，社会人
基礎力の要素となるスキルであり，様々な機会で応用できると考える． 
さらに，中野 13)は，大学生が一社会人として薬物の危険性を次世代に伝える役割を担
48 
 
っていることを意識できるようにすることも目標としていると記述している．現在だけ
でなく，将来にわたり薬物を乱用しない姿勢と態度を育むことも展望におき，薬物乱用
防止教育がキャリア支援教育の中で位置づけられないかについても今後の検討課題とし
たい．そして，対象を看護師養成学校の学生としたことから，治療や看護，リハビリテ
ーションに携わる医療系大学生等の学生においては，覚醒剤や大麻などの薬物の薬理効
果や代謝経路など，さらに専門的な知識を教授できる教育プログラムを開発する方向性
で検討したいと考えている． 
 
Ⅳ 本研究の限界 
 
 本研究は，3 年課程看護師養成学校の 1 年次生 81 名を対象に，ライフスキルを強化す
る薬物乱用防止教育を実践した．その後に提出され研究協力に承諾を得られたレポート
を，ChaSen:茶筌システムを用いてテキストマイニングで分析したものである．研究結
果は，1 つの看護師養成学校より得られた結果であり，対象が変わると結果も容易に変
化することが予測できる．医療系大学生等の学生であるため，薬物の危険性や有害性だ
けでなく，薬物乱用者に対する回復支援や医療機関に関する記述が抽出されたと考えら
れる．一般化するためには，今後さらに対象を増やし研究知見を蓄積する必要がある．  
 
Ⅴ 結論  
 
1 乱用や依存性のある薬物の危険性と健康被害，自分自身の健康を守り断る勇気など
の一次予防の学びに加え，薬物依存者の回復支援などの二次，三次予防に対する学び
があった．  
2 ライフスキルを強化する薬物乱用防止教育を実践したが，講義形式でライフスキル
を育成することは難しく，教育方法の改善が必要である．  
3 講義で触れていなかった薬物乱用者の治療や看護，回復支援など二次，三次予防の
学びが記述内容から確認できた．今後の薬物乱用防止教育プログラム開発の課題とし
たい．  
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第4章 研究Ⅲ  
『薬物乱用防止教育プログラムの作成とその検証  
－ライフスキルを駆使し断り方を考える薬物乱用防止教育の実践と効果－』 
 
これまでの研究結果より,看護学生は断ることが必要と知識としてわかっていても ,
行動化に移せる程度について具体的に行動するとなると 100％の自信があると回答する
学生は 44%に低下したことが明らかになった 53)．断る行為や,断る言葉を相手にはっき
り伝えることが難しい学生がかなりの割合で存在することがわかるこの結果から,薬物
乱用防止教育プログラムの実施に際しては，ライフスキル教育を導入し断る練習をプロ
グラム中に取り入れることが効果的な薬物乱用防止に有用であると考えられた 54)． 
そこで,研究Ⅲでは，ロールプレイを導入しつつ，90 分で実践できる薬物乱用防止プ
ログラムを考案し，その効果について検討することとした．具体的には，ライフスキル
のうち,効果的なコミュニケーションスキルと問題解決,対人関係スキル,意思決定スキ
ルを用いた断る行為を教員 2 人が学生前で 3 パターンのロールプレイを演じて学生に示
し,断る行為のモデリングを取り入れ，次に学生自身で断るセリフを考え,発表すること
により複数の断り方を相互に学ぶ機会を設けるようにした．本プログラムのプロセスを
通じて,学生はさまざまな断り方を学ぶことができると考えた． 
 2008 年 8 月の第三次薬物乱用防止五か年戦略以降 10),薬物乱用防止教育の対象が大学
生等にまで拡大されたため，3 年課程看護師養成学校の看護学生もその対象となった．
看護職は，将来,医療系麻薬や向精神病薬を取り扱う機会や薬物依存症患者への回復支援
などに従事することも考えられる．医療に関わる学びを進める学生は，一次予防だけで
なく,二次・三次予防の視点を持って,依存症を患った患者やその家族への再犯支援，薬
物依存未然防止への対応の視点を構築していくことが望まれる．看護学生を含め医療系
大学生に対して，薬物乱用防止教育を実施することは有益であると考える．  
また，昨今の多くの医療機関では,敷地内禁煙が一般的となっている．厚生労働省は,
禁煙治療に保険適用をうける医療機関に対して敷地内の全面禁煙を条件とし,分煙も認
めていない．医療保険適用医療機関では,職員が敷地内で喫煙した場合は,診療報酬を厚
生労働省に返還しなくてはならない 55)．これらの情勢から,看護師以外の医療従事者の
喫煙に対して，禁煙指導を実施している病院もある．一方では，禁煙指導をする立場に
ある看護職は，患者のロールモデルとしての行動が求められている．その意味からも看
護を学ぶ学生の喫煙は望ましいことではない．ゲートウェイドラッグと呼ばれる喫煙や，
社会においてまだ容認されることが多い飲酒についてもプログラムで取り上げる必要が
ある．そこで，本研究では薬物乱用防止教育の内容に,喫煙や飲酒の乱用防止についても
加えることとし，さらに薬物乱用につながる危険性につながりうると考えられる処方薬
の乱用についても含めることとしている． 
 看護職は，将来,医療系麻薬や向精神薬を取り扱う機会や薬物依存症患者への回復支援
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などに従事することも考えられる．二次・三次予防の視点で,依存症を患った患者とその
家族への再犯支援対策を整備していくうえで，看護学生を含め医療系大学生等に対して，
薬物乱用防止教育を実施することは有益であると考える 56)．そして，患者やその家族へ
のロールモデルとしても役割を発揮するためにも，薬物に誘われても適切に断る行為が
確実に実施できることが求められる．そこで，本研究では，知識の提供だけでなく，研
究Ⅰ・Ⅱの結果をもとに，『ライフスキルを駆使し断り方を考える薬物乱用防止教育プロ
グラム』を改訂し，その実践をもとにその効果を検証する． 
 
Ⅰ 研究方法 
 
1．研究期間 
2013 年 5 月に再構築した薬物乱用防止教育を実施し，その前後に質問紙調査を実施し
た．教育カリキュラムの都合上、4 月実施が困難であり 5 月実施となった． 
 
2．研究対象  
2013 年 4 月に入学した 3 年課程看護師養成学校 1 年次生 81 名 
 
3．薬物乱用防止教育の構成 
1)ライフスキルに関する講義(15 分) 
(1)意思決定と問題解決能力, (2)創造的思考, (3)効果的コミュニケーション, (4)批判的
思考,(5)対人関係スキル, (6)ストレス対処能力の各スキルの基盤として，自尊感情である
セルフエスティームがあることも説明した． 
ライフスキルの講義時間を 2012 年の研究では 20 分を配分したが 15 分に短縮し，講義
内にロールプレイの時間を確保した． 
2)薬物の有害性・危険性に関する講義(20 分)  
各関係省庁から借用を受けたパンフレットの活用及びパワーポイントの提示をもとにし
た解説により講義を構成した．講義内容は次に示す内容とした． 
(1)最近の薬物事犯状況と医療従事者への薬物乱用防止教育の必要性について  
(2)一般医薬品も含む薬物乱用や乱用による症状や社会的影響  
(3)わが国の再乱用防止対策と社会復帰施設について  
3)DVD－罠(トラップ)－の視聴(35 分) 警察庁刑事局作成 
日常生活上で，容易に誘われやすい場面を提示して乱用による幻覚や症状の特徴を映像
化しているため,本 DVD を選択し，学生に視聴させた． 
覚醒剤に同級生から誘われ断り切れずに吸引した OL，車内で大麻を吸う会社員,インタ
ーネットから MDMA を購入し乱用する大学生のカップルという,大学生にとって身近な
人々が，軽い気持ちで手を出し交通事故や死亡事例を起こす事犯を扱っており，薬物の危
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険性を理解しやすい内容である．2012 年の研究Ⅰと同様に本研究でも変更せずに同 DVD
を用いることとした． 
4)教員による断り方のロールモデル提示と学生の選択(3 分) 
学生に具体的な断り方のイメージを持たせるために,2 名の教員が 3 パターンの断り方
をロールモデルとして提示した．シナリオは,大阪府薬物乱用防止教育指導員協議会が作
成した薬物乱用防止教室の高等学校用ロールプレイシナリオを参考に，履修科目名を解剖
学にし医療系学生用に改変し作成した．1 名は先輩,もう 1 名は後輩とし,性別は学校の特
殊性から女性同士とした． 
男性でも女性でも，クラブの先輩後輩の関係性は，学生にとってプレッシャーになるこ
とや，断りにくい相手としてであり，学生身近にであると考えた． 
また，ロールプレイを用いた理由は，誘われ方や断り方の実際を視覚的に見ることで，
様々な断り方があること，自分に摘した断り方を考えてもらうきっかけとなり，断り方が
わからないことがないようにと考え，教育内容に含めた． 
教員のロールモデルを観て,最も自分に適したタイプを 3 パターンの中から選択を求め，
調査票の選択肢に記入を求めた． 
(1)きっぱりタイプ 
  先輩から薬物を誘われても,きっぱりと断る． 
 (2)気遣いタイプ 
  先輩から薬物を誘われても，「身体に悪いから」と,先輩の健康に気遣いながら断る． 
 (3)理由づけタイプ 
  先輩から誘われても，「父親が怖いから」,「友達と映画を観る約束があるから」など, 
理由を作って断る． 
5)自分が行動できる断り方のセリフの考案(5 分) 
クラブの先輩から薬物を誘われた場合に,自分自身が行動できる断るセリフを考案し， 
シートに記入した内容を学生間で伝え合い，それをもとに学生間で意見交換を行った． 
 
4．調査方法 
 プログラム実施に際しては，薬物乱用防止教育として講義と DVD 視聴を行い，その前
後に，学生の薬物乱用についての状況・知識について，及び自分自身についての調査を実
施して学生の意識を調査することとした． 
1)薬物乱用防止教育実施前後の調査票の配布 
調査票は,2 枚綴りの無記名自記式質問紙調査票を教育前に配布し,1 枚目は，教育前の 
薬物乱用の知識等に関する質問項目であり，2 枚目は，教育実践を受けて危険性・有害
性のある薬物に関する認識の程度等などの質問項目で構成した．2 枚綴りのため，同じ
学生が回答することで対応のあるデータと扱った．調査項目の詳細を以下に記す． 
(1)調査項目  
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①基本属性,生活状況について 
年齢や性別,家族構成,学校生活満足度(0～100%),教育実施前の学生の生活状況， 
アルバイトの有無と交遊費,過去の薬物乱用防止教育の経験の有無についての各目を
設けた． 
②薬物乱用について 
8 薬物に関する薬物の有害性・危険性について（1：全く知らない～4：よく知っ 
いる）の 4 件法で尋ねた． 
さらに，現在の薬物に対する考え方,インターネットやスマートフォンによる薬物 
関連サイトの閲覧経験の有無,現在までに薬物を勧められた経験の有無,喫煙の有無,
飲酒経験の有無,もし薬物を勧められたらどう行動するか (1：きっぱり断る,2：たぶ
ん断ることができると思う,3：断りにくい相手だと,断ることができるか自信がな
い,4：断れないと思う,5：断らない)を尋ね,選択して行動に移せる程度を 0～100%
の数字で表現してもらった．  
③医師の処方薬と市販薬について 
 処方薬は，「指示通りに服用しなければ,薬物乱用にあたる」，⒈回量以上の服用の  
経験の有無について尋ねた． 
④自分自身を大切な存在として思える自尊感情の有無について 
 「自分自身を大切にしているかどうか」について,(1：大切にしている～4：大切に
していない)の 4 件法で尋ねた． 
 2)講義・DVD 視聴後の調査票記入とロールプレイ  
 (1)調査項目 
①薬物乱用について 
・乱用の危険性のある薬物を憶えられたかどうか, 
・薬物の有害性・危険性の理解度 4 件法（1：全く理解できなかった～4：よく 
理解できた) 
・現在の薬物の考え方について,薬物を勧められたときの行動と,その行動に移せ 
る程度（0～100％） 
・薬物関連ネットへアクセスしない意思の有無, 
・医師の処方薬や市販薬も指示通り服用しなければ乱用に該当すること 
  ②自分自身を大切にする必要性の理解 
   １：全く理解できなかった～4：理解できたの 4 件法で尋ねた． 
  ③教員のロールプレイを観て,どのタイプが自分に適していると考えられるかについ 
  て，１：きっぱりタイプ,２：気遣いタイプ,３：理由づけタイプの 3 パターンから選 
択してもらった． 
  ④自分自身ができる断るセリフの考案 
    以下の状況を設定し,断るセリフを記入してもらった．回答者は,後輩とした． 
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   先輩：「久しぶり．最近どう？なんか元気ないように見えるけど」 
   後輩（あなた）「そうです．実は勉強が難しく面白くないんです．ストレスが溜ま
って・・．」 
   先輩：そうか．大変だな．実は,一発で気分がスッキリさせる方法を知っているん
だが,やってみないか．これは,俺もイライラしたときに,飲んだ．とにかくす
ごい！飲んでみないか？」 
   後輩（あなた）「              」 
    下線部に,学生自身が断るセリフを考えてもらい,記入を求めた． 
⑤ロールプレイ 
薬物乱用防止教育プログラム実施に際しては，学生には，お互いに考えた断り
方で断る学生役，誘う学生役になってロールプレイを演じてもらった．他者の断り
方の方法を知ることや，しつこく誘う相手にも対応できるように演じてもらうよう
留意するようにした． 
3)回収方法 
調査票は，薬物乱用防止教育実施後，鍵のかかるメールボックスに自由投函方式で回
収した． 
 
5．分析方法 
分析は，対象者数の規模を踏まえ，すべてノンパラメトリック検定を用いた．薬物乱
用防止教育前後は，対応のあるデータとして扱い，Wilcoxon の符号付き順位検定を行っ
た．また ,薬物に対する考え方の変化，及び行動に移せる程度 ,断るパターンについてパ
ーセンテージで表示した．乱用の危険性のある薬物の有害性・危険性の理解度を教育前
後で比較した．  
 
6. 倫理的配慮 
本調査は所属機関の研究倫理審査委員会の承認を得て実施した．研究趣旨や目的を文
書で示し，研究参加の可否が成績等に影響しないこと，回答しないを選択しても何ら不
利益も被らないこと，得られたデータは厳重に保管することを説明した．さらに，研究
成果は学術的目的以外に使用しないことも文書と口頭で説明した．  
薬物乱用防止教育前後の調査票いずれも無記名とし，個人が特定されないように配慮
した．教室外に鍵のかかる回収ボックスを設け，学生がいつでも自由に投函できるよう
にした．  
3年課程看護師養成学校の特性から,男性と社会人が圧倒的に少ないため,性別や年齢を
記入すると個人が特定される恐れがある．そこで,性別及び年齢の記入の有無は個人の自
由選択とした． 
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Ⅳ 結果 
 
対象者 81 名のうち 80 名から回収し，77 名(94.6%)を分析対象とした(表 12)．欠損値は
項目ごとに削除して分析を施した． 
 
1．基本属性と生活状況について 
男性 4 名(5.2%)，女性 70 名(90.9 %)で,性別未記入者 3 名であった．年齢 18 歳 45 名 
(58.4%)，19 歳 15 名(19.5%)，20 歳以上 7 名(9.1%)であり,未成年者が 90%以上を占めた
ことは，研究Ⅰと同様であった．家族構成は,1 人暮らし 7 名(9.1％)，家族同居 68 名(88.3%)
であった．薬物乱用に至る経緯として，友達関係や寂しさ，孤独感などが背景にあること
から，学生生活上で，困ったことや悩みごとを相談できる相手がいるかどうかについての
設問を設けた．相談相手がいないと回答した学生が 3 名(3.9%)存在した(表 12)． 
表 13 より，学生生活満足度は，60%以上が 1 名(1.3%)，70%以上は 19 名(24.7%)，80% 
以上は 17 名(24.7%)，90％以上は 10 名(13.0％)であった．学生生活満足度が低い傾向に  
あった学生は，50％が 5 名(6.5%)，0%，20%，30%，40%，45%が各 1 名(1.3%)の分布で
あった．  
     
アルバイトの有無は,「している」が 47 名(61.0%)，「していない」は 28 名(36.4％)であ  
った．高等学校卒業 2 か月後の調査で，すでにアルバイトに従事する学生は半数を超えて
いた．バイト回数も，週 3～4 回が約半数を占めており，研究Ⅰのバイト回数の集計値よ
り明らかに増加している傾向にあった．  
名 %
男性 4 5.2
女性 70 90.9
無回答 3 3.9
18歳 45 58.4
19歳 15 19.5
20歳以上 7 9.1
無回答 10 13.0
1人暮らし 7 9.1
家族同居 68 88.3
その他 1 1.3
無回答 1 1.3
知っている 5 6.5
知らない 72 95.5
いる 69 89.6
いない 3 3.9
無回答 5 6.5
性別
年齢
家族同居
表12　対象の基本属性と相談相手の有無　 (N=77)
ライフスキル
相談相手
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バイト回数の増加に伴い，日常生活リズムも「あまり不規則でない」，「不規則」と回答
し，規則的な生活が遅れていない学生が 22．0%を占め，バイト優先の生活を送っている
可能性が確認できた(表 13)． 
生活費以外で自由に使える交遊費として，お小遣いの金額も増加傾向にあった．研究Ⅰ
では，4 月調査で 3 万円以上が 7 名（11.5%）であったが，本研究では 21 名(27.3％) と
約 3 倍となっており，研究Ⅰの 7 月調査の同数でもあり，高額なお小遣いを有している学
生が増加傾向にあった．次いで，5000 円～10000 円未満が 16 名(20.8%)，10000～15000
円未満が 11 名(14.3%)であった(表 14)． 
名 %
90%以上 10 13.0
80~90%未満 17 22.1
70~80%未満 19 24.7
60~70%未満 10 13.0
50~60%未満 5 6.5
40~50%未満 2 2.6
30% 1 1.3
20% 1 1.3
0% 1 1.3
無回答 11 14.3
平均値 70.7%
SD 18.3
している 47 61.0
していない 28 36.4
無回答 2 2.6
週1回 3 3.9
週2回 10 13.0
週3回 15 19.5
週4回 14 18.2
週5回 4 5.2
無回答 1 1.3
規則的 4 5.2
ほぼ規則的 45 58.4
日常生活リズム どちらともいえない 10 13.0
あまり規則的でない 12 15.6
不規則 5 6.5
無回答 1 1.3
バイトの有無
学生生活満足度
表13　　対象者の生活状況 　 (N=77)
バイト回数
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2．薬物乱用防止教育開始時期と薬物関連について (表 15) 
初めて薬物乱用防止教育を受けた時期については,小学校 29 名(37.7%)，中学校 39 名  
(50.6%)，高等学校 6 名(7.8%)，現在まで受けたことがない 2 名(2.6%)であった．この 2
名は，20 歳以上の学生であった．2012 年と同様に，初めて教育を受けた時期は中学校が
半数を超えおり，小学校時代から薬物乱用防止教育を受けている学生も軽微に増えていた．  
喫煙の有無については，あり 1 名(1.3%),過去にあり 5 名(6.5%)，なし 71 名(92.2%)で 
あり，研究Ⅰの結果より喫煙者は減少していた．  
飲酒の有無では，あり 39 名(50.6%)，なし 37 名(48.1%)であった．未成年者が 90%以 
上であるのは研究Ⅰと同様であっが，すでに飲酒経験をもつ学生は 50%を超え，研究Ⅰで
も 59%であり，未成年者の飲酒に対する規範意識の低さが目立っていた．  
研究Ⅰの知見から，学生のなかには，薬物乱用に対して『個人の自由』と容認する姿勢 
をもつ学生が存在していた．2013 年度の調査でも，やはり 2 名が存在していた． 
研究Ⅱからも，教員が教えていない『チャイナホワイト』など薬物の隠語を知っている 
学生もいた．この結果から，実際に薬物を誘われた経験をもつ学生が存在するかもしれな
いと考えられた．そこで，本研究Ⅲでは，「現在までに，薬物を勧められた経験があるか
どうか」について質問項目を設けた．「経験あり」3 名(3.9%)，「経験なし」74 名(48.1%)
であった．この 3 名は，すべて未成年者であった．また，薬物関連ネットサイトにアクセ
スした経験の有無では，「経験がある」2 名(2.6%)，「経験なし」73 名(94.8%)であった．
2012 年は，ネットにアクセスした経験が「ある」と回答した学生が 0 名だったことと比
較し，2013 年度には 2 名がアクセスした経験をもっていた．この 2 項目の質問に対する
回答から，薬物が学生のすぐ傍に潜み，実際に誘われやすい社会環境に変化してきている
と明らかになった． 
医師からの処方薬や一般医薬品も，指示通りに服用しなければ乱用に該当するが，指
示量を超える服用の経験の有無は，経験がある 12 名 (15.6%)，ない 65 名 (84.4%)であっ
た．  
人 %
5000円未満 4 5.2
5000～10000円未満 16 20.8
毎月のお小遣い 10000～15000円未満 11 14.3
(遊び代、交際費） 15000～20000円未満 5 6.5
20000～25000円未満 5 6.5
25000～30000円未満 10 13.0
30000円以上 21 27.3
無回答 5 6.5
表14　学生の毎月のお小遣い（N=77）
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3．薬物乱用に対する考え方及び勧められたときの行動と自信の程度(表 16) 
薬物に対する考え方では，薬物乱用防止教育実践前には，「許されない」71 名 (92.2%)，
「個人の自由」4 名 (5.2%)であり，わからない 1 名(1.3％ )であった．教育後には，「許さ   
れない」76 名(98.7％ )に増えたが，「個人の自由」1 名 (1.3%)は 0 名にならなかった．  
 教育前は，薬物を勧められたら「きっぱりと断る」63 名(81.8%)，「たぶん断ること  
ができると思う」13 名 (16.9％ )，「断りにくい相手だと断る自信がない」1 名 (1.3%)であ  
った．「たぶん，断ることができると思う」，「断りにくい相手だと断る自信がない」と約  
20%近い学生が回答しており，薬物に誘われやすい社会環境に変化してきているなかで， 
断る自信が乏しい学生が増えてきていることが危惧される結果であった．   
本研究では，プログラム改訂により，実際に誘われたときの対処方法を修得する必要
性がある学生へ具体的対応への指針を示した．知識の教授だけでなく，教育後にライフ
スキルを駆使し，薬物を勧められたらどう対処するかを自分で考える演習時間を設けた．
演習シートには自由回答方式とした．その回答内容を分類した．「断る」，「逃げる」が最
も多く 59 名 (76.6%)であった．そのほか，「無視する」，「用事があるふりして帰る」な
どであった．  
 断る行動の自信の程度では，教育前は 100%が 45 名 (58.4%)，90%以上 11 名 (14.3%)，  
80%以上 11 名 (14.3%)，70%以上が 3 名，60％と 50%が 1 名ずつ (1.3%)であった．教育
後に，自己で考えた断り方であっても，自信の程度は 100%が 49 名 (63.6%)と微増した  
表15　　喫煙・飲酒・薬物に関連する経験の有無 (N=77)
名 %
小学校 29 37.7
中学校 39 50.6
高等学校 6 7.8
今回が初めて 2 2.5
無回答 1 1.3
あり 1 1.3
過去にあり 5 6.5
なし 71 92.2
あり 39 50.6
なし 37 48.1
無回答 1 1.3
あり 3 3.9
なし 74 96.1
知っていた 12 15.6
知らない 65 84.4
あり 2 2.6
なし 73 94.8
無回答 2 2.6
薬物関連ネット
閲覧経験
薬物乱用
教育時期
薬物を
勧められた経験
処方薬の乱用の
認識
喫煙経験
飲酒経験
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だけに留まり，90%以上 14 名 (18.2%)，80%以上 3 名(3.9%)であった．70%以上  
と 60％は 0 名，50％と回答した学生 1 名 (1.3％ )は変化しなかった．  
表 17 より，教育前では，「自分氏自身を大切にしているかどうか」については，「大
切にしている」22 名(28.6%)，「どちらかといえば大切にしている」51 名 (66.2%)，「あ
まり大切にしていない」3 名 (3.9%)，「大切にしていない」1 名 (1.3%)であった．研究Ⅰ
と比較し，自分自身を「大切にしている」と思う傾向にあった．  
ライフスキルでは，研究Ⅰでは，各スキルの説明に留まってしまった．研究Ⅲでは，
薬物を勧められても断ることが，将来を守り大切にする心を育むことに繋がると指導を
した．指導後には，自分自身を大切にする必要性について，「理解できた」，「ある程度理  
解できた」と学生の 100%が回答した．  
表16　薬物乱用に対する考え方及び勧められたとき断る自信の程度
名 % 名 %
許されない 71 93.2 76 98.7
1回ぐらいならいい 0 0 0 0
個人の自由 4 2.7 1 1.3
何回使用しても構わない 1 1.3 0 0
わからない 0 0 0 0
無回答 1 1.3 0 0
きっぱり断る 63 81.8
たぶん断ることができると思う 13 16.9
断りにくい相手だと断る自信がない 1 1.3
断れないと思う 0 0
断らない 0 0
100% 45 58.4 49 73.1
99～98％ － － 2 3.0
95% 2 2.6 3 3.9
90% 9 11.7 9 11.7
85% 1 1.3 － －
80% 10 13 3 3.9
70% 3 3.9 － －
60% 1 1.3 － －
50% 1 1.3 1 1.3
無回答 5 6.5
断る 59 76.6
逃げる 3 3.9
無視する 1 1.3
理由をづけて断る 1 1.3
用事があるふりして帰る 1 1.3
無回答 12 15.6
(N=77)
現在の
薬物乱用に
関する考え方
薬物を勧められ
たら自分ができ
る行動
（教育後に学生
が考えた行動）
薬物を勧められ
たとき断る行動
に移せる自信
の程度
教育後教育前
薬物を
勧められたら
59 
 
 
 
研究Ⅲでは，教員による断り方の 3 パターンをロールモデルとして提示した．学生に
自己に適している思われる断り方を 3 パターンのいずれかを選択してもらった．きっぱ
りタイプ 49 名(69.0%)，気遣いタイプ 13 名 (18.0%)，理由づけタイプ 9 名 (13.0%)であ
り，約 30%の学生が「きっぱりタイプ」以外の断り方を選択していた (図 10)．  
わが国のこれまでの薬物乱用防止教育は，『ダメ，ゼッタイ』をキーワードに教育実
践を継続してきた経緯がある．しかし，「断る自信がない」と約 20%の学生が回答して
いることや，「きっぱり断る」を選択しない約 30%の学生の回答があった．このことは，
『ダメ，ゼッタイ』の教育内容であった「No！ときっぱり断る」という方法だけでは， 
対処できない学生がいる可能性を示唆した．そのため，「No！」という断り方だけでな
く，複数の対処方法の提示や教示の必要性が明らかとなった．  
 
    
 
名 % 名 %
大切にしていると思う 22 28.6
どちらかといえば大切にしていると思う 51 66.2
あまり大切にしていない 3 3.4
大切にしていない 1 1.3
理解できた 68 88.3
ある程度，理解できた 7 9.1
あまり理解できなかった 0 0
理解できなかった 0 0
無回答 2 2.6
自分自身を
大切に
思う気持ち
自分自身を
大切に
する必要性
表17　  自分自身を大切に思う気持ち及び大切にする必要性の理解
(N=77)
教育前 教育後
図 10 3 パターンの断り方から学生が選択した断り方 (N＝77) 
                         無回答 6 名  
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4．薬物の有害性・危険性の理解度に関する教育前後の比較 (表 18) 
覚醒剤・大麻・アヘン系麻薬・コカイン・MDMA・違法ドラッグ (現在，危険ドラッ
グ )・有機溶剤・脱法ハーブ (現在，危険ドラッグ )において，教育前後の理解度を比較し
た．分析には，対象者数の規模から，Wilcoxon の符号付き順位検定を用い中央値と四分
位で表記した．8 薬物すべてにおいて，有意に教育後に理解度が上昇した (p<.000)．  
しかし，研究Ⅰの知見から，教育直後の影響は否めないが，3 か月後の 8 薬物の理解
度，有害性や危険性について全く忘れてしまうということはなく，教育効果の継続性も
確認できた．医療系大学生等は，カリキュラム科目の内容から，解剖や薬物依存，薬理
学を学んでおり，その影響も考えられるが，薬物乱用防止教育は医療職を目指す学生に
とって必須であるともいえる．  
そして薬物の危険性だけでなく，乱用後の症状である依存と耐性，薬物乱用者の幻覚
や妄想，薬物依存者の二次予防，三次予防を学ぶことで，今後の看護実践活動にも役立
てられると考える．そして，薬物依存者の発生を予防することは，薬物関連の傷害事件
や交通事故傷害などを減少させ，医療費削減や患者数増加の歯止めにもなりえる．薬物
乱用による身体的・精神的・社会的影響を詳細に学ぶことは，医療系大学生等にとって
重要なことであるといえる．  
 
Ⅴ 考察 
 
本研究で，ライフスキルを駆使し，教員がロールプレイで 3 パターンの断り方を提示後
に，自己にて断り方を考え，ロールプレイで発表するトレーニング型の薬物乱用防止教育
を実施した． 
ライフスキル教育では，前年度の課題を踏まえ，問題解決スキルや効果的なコミュニケ
ーションスキルは，看護職においても日常的に使用するスキルであることを説明した．そ
のスキルを駆使して，自己で実施できる断り方を考えてもらう演習形式も取り入れた．教
育プログラムでは，薬物に誘われても断る方法を習得することは，自分自身を大切にする
心を育み，将来を守ることに繋がることに主眼を置いた．そして，最後に発表してもらい，
複数の断り方を学ぶ機会を設けた． 
今回の教育プログラム改訂によって，実際に誘われたときの対処方法を修得する必要  
性がある学生へ具体的対応への指針を示した．  
知識の教授だけでなく，実際に薬物を勧められたらどう対処するかを自分で考える演
習時間を設けたことで，学生が薬物の脅威から自らを守る方法について学ぶことができ
たと考える．特に，断る行為の自信の程度では，教育後に統計上，大きな上昇ではなか
ったが，自分自身を大切にする意識には効果が認められた．この背景には，ライフスキ
ルの重要性を強調したことによる理解の向上が背景にあったと思われる．  
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教員 2 名による断り方の 3 パターンをロールモデルとして提示し，学生自身が自分自
身に適した断り方の 1 つを選択するように求めた．ロールプレイで断る行為を実践する
ことで，学生は，セルフエスティーム(自尊感情)を基盤にして，ライフスキルがあること
を経験できるように工夫を取り入れた． 
学生相互で断り方をトレーニングし，最後に発表する機会を設け，個々の学生の断り方
を知り複数の対処方法の学びを共有できるようにした．この点が，研究Ⅰにおける「ライ
フスキルを駆使し，誘われても断る行動に移せるトレーニング型薬物乱用防止教育プロ
グラムの開発」という教育内容の課題を改善するプログラム改訂の検証につながる実践が
できたと考える． 
 
1．基本属性と生活状況に関する考察 
本研究の対象は，3 年課程看護師養成学校新 1 年次生 81 名であったため，未成年者が
90%で家族同居が 88.3 % であった．しかし，学校生活上に悩みや困ったことが生じた場
合の相談相手の有無では，3 名は相談相手がいないと回答し，保護者や友人，教員などに
相談できないかもしれな学生の存在を示唆した．  
未成年者や若年層で薬物に手を出すきっかけにおいて, 興味本位や遊び心だけでなく,
友達がいないことによる仲間を求めてという友達関係や,寂しさ,孤独感などの家庭環境
が関係している．身近に相談相手がいない学生に対して,専門機関の紹介や学生相談室の
活用も教育内容に含める必要があったと考える．学生へ配布したパンフレットは，厚生労
働省と都道府県が作成した「薬物の乱用は，あなたとあなたの周りの社会をダメにしま
す！」というパンフレットであった．その裏面には，各都道府県のこころの健康センター
8薬剤名 25 中央値 75 25 中央値 75 p 値
覚醒剤 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00 4.00
大麻 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00 4.00
あへん系麻薬 1.50 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00
コカイン 2.00 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00
MDMA 2.00 2.50 3.00 4.00 4.00 4.00
違法ドラッグ(現:危険ドラッグ) 2.00 3.00 3.00 3.50 4.00 4.00
有機溶剤 2.00 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00
脱法ハーブ(現:危険ドラッグ) 2.00 2.00 3.00 3.00 4.00 4.00
教育前　1：全く知らない～  4：よく知っている
教育後　1：全く理解できなかった～4：よく理解できた
.000
Wilcoxonの符号付き順位検定
教育前 教育後
パーセンタイル
表18 　薬物乱用防止教育前後の理解度の差の検定　 (N=77)
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や精神保健福祉センターの電話番号が記載されている．このような社会資源の存在も学生
へ伝えていくことで，相談者が傍にいない学生にとって，ソーシャルサポートになり得る
と考える．また，専門職は守秘義務を遵守するため，クラスメートに知られることもなく，
相談しやすいサポートとなり得ると考える．  
表 13 より，学生満足度においては,調査時期の 5 月で，すでに 0%や 20%と低い傾向に
ある少数の学生がいた．入学早々から,学校生活に満足感が低い学生の存在が明らかにな
った．今回の調査で満足感が低い理由を問うことはしていないが,不本意ながら進学先を
変更した学生もいると思われる．学校生活に対して満足度の低い学生や, 相談相手の有無
なども考慮した教育を実施する必要がある． 
辛い経験をしたときなどは，心の隙間を埋めるために薬物に手をだしやすい状況下とな
る．そのような状況になっても，周囲の友達や保護者，教員がサポートできない学生には，
こころの健康センターなどの社会資源の活用を勧めていくことで，支援を差し伸べること
ができると考える．また，専門職は守秘義務を遵守するため，クラスメートに知られるこ
ともなく，相談相手として支援ができると考えられる． 
 アルバイトを従事している学生も約半数を占めており,生活費を除き交遊費として使用
できる金額が 30000 円以上と回答した学生は 21 名(29.2%)であった．このことは，学生
が自由に遊びに使える毎月の金額が高額化し，容易に薬物を購入できる環境下にあるとい
える．これまでは，学生は，お金を持っていないと思われがちであったが，反対に未成年
者や若年層の学生であっても，自由に使用できる高額な交遊費を持っている場合もあるこ
とを念頭に置かなくてはならないといえる．  
 表 15 より，5 名が過去に喫煙経験をもっており，決して少なくない人数であると考え
る．最近，医療従事者の喫煙が問題視され報道されていることから，今後も喫煙をしない
態度を保持しなければならない．患者に禁煙指導や健康教育を実施する立場に置かれるこ
とから，喫煙も誘われても断ることも必要である．  
飲酒経験においては，すでに経験していた学生が 50%を超えていた．未成年者の飲酒は，
身体的・精神的発達に影響を及ぼすだけでなく，飲酒運転や交通事故などの社会的な問題
行動を引き起こす素因となることも教育しなければならないと考える．  
 
2．薬物乱用防止教育の開始時期に関する考察 
わが国では，小学校・中学校・高等学校において，年 1 回の薬物乱用防止教室の実施
が義務化されている．教室の開催頻度は，年々上昇し現在では全国で 80%を超えている．
また，小学校 6 年生，中学校 3 年生，高等学校 1 年生においては，体育科や保健体育科
の保健学習において，「喫煙，飲酒，薬物乱用と健康」を 3 授業時間程度学習すること
とされている．  
本調査対象の学生も，小学校及び中学校の教育機関において初めて薬物乱用防止教育
を受けていた．受けたことがない学生は 2 名いたが，いずれも 20 歳以上の学生であり，
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薬物乱用防止教室が義務化される前に卒業し教育を受ける機会がなかったこと推察され
る．このことからも，高等学校卒業以降の教育機関でも，薬物乱用防止教育を実施する
有益性があると考えられる．特に，時代とともに蔓延する薬物の多様化や，販売ルート
が巧妙化している．学生が惑わされないためにも，常に最新の薬物関連情報を発信して
いく必要性があるといえる．  
大学全入時代が到来し，様々な年齢層の学生が大学等に入学してくる時代となった． 
法制度の狭間で，薬物乱用防止教育を受ける機関がなかった学生に対し，大学等におい
て薬物乱用防止教育を受ける機会を保障することにも有益性があると考えられる．特に，
時代とともに蔓延する薬物の多様化や，販売ルートが巧妙化しおり，古い教育内容では
対応できないことが発生している．スマートフォンやタブレット，WiFi や Twitter，ICT
教育の発展は，日常生活に非常に便利なツールであるが，同時に犯罪に利用される可能
性がある．そして，薬物犯罪の密売ルートの巧妙化や低年齢層を狙った犯罪，中高年層
の薬物再犯罪など，常に最新の薬物関連情報を発信し学生に啓発していく必要がある．
それは，大学教育機関卒業後の社会人教育においても必要な教育ではないかと考えてい
る．  
 
3．薬物乱用に対する考え方と勧められたときの行動と自信の程度に関する考察 
表 16 から薬物乱用に対して，個人の自由と肯定的な考え方をもつ学生が教育前は 4
名いたが，教育後には 3 名は減少したが 0 名とはならなかった．薬物に対して，一次予
防を確立するためには ,肯定的な考え方を改めなければならないと考える．個人の自由で
は，学生の周囲も社会の安全も脅威に晒される危険性があることを認識する必要がある．
肯定的な態度を改め，社会的にも規範意識を向上するは重要であるといえる．  
 JASSO（日本学生支援機構）の調査では，2006 年以降，7.8％の大学で薬物乱用事件
が生じていたと報告している 57)．そして，高等学校以降の教育機関で実施されていない
大学の存在も述べている．薬物事犯が多く報道されている昨今の社会情勢を鑑み，今後
も継続的な教育を実施していかなくてはならないといえる．教育前の調査で，たぶん断
ることができると思う，断りにくい相手だと断れないかもしれないと断る自信がないと
回答しており，断れない学生の存在が明らかになった．薬物乱用防止教育後に，自己に
適した断り方を自由記載方法で記入を求めたところ，きっぱり断る・逃げると回答して
いた．行動化の自信の程度について，100％と回答した学生が増加したことからも，本
教育の効果が認められたと考えられる．しかし，100％を下回る学生は，誘われた状況
によっては，断りきれないかもしれない可能性を示唆していると考える．断る自信の程
度をさらに上昇させるための課題が明確となった．  
一方，教育前には，たぶん断ることができると思うという曖昧な意思を持つ学生や，
相手次第では断ることができないという弱い意志をもつ学生にとって，これまでの薬物
乱用防止教育の「きっぱり断る」という行為は難しいことかもしれない可能性も示唆し
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ているといえる．  
我が国の薬物乱用防止教育は，「きっぱり断る」ための教育実践を積み重ねてきた．
しかし，教員 2 名による 3 パターンの断り方を選択する結果から，「きっぱり断るタイ
プ」を選択した学生は，約 70%に過ぎなかった．約 30%の学生が，気遣いタイプもしく
は理由づけタイプを選択していた．今回は，3 パターンを準備したが，これまでのよう
なきっぱり断るだけでなく，様々な断り方を提示し，自分に適した断り方を考える方法
を修得できるようにすることが望ましいと考える．  
 本教育実践では，各学生が自己に適した考え方を記入し，複数の学生に断り方をロー
ルプレイで発表する機会を設けた．その内容は，「イライラしていても，眠ったら治りま
すし，先輩こそやめたほうがいいですよ」と相手を労りながらの断り方や，「お医者さん
から処方された薬しか飲まないことにしています．それより，一緒に食事に行って，話
を聞いてください」と話をかわす断り方など，様々な断り方を考えていた．すべてを発
表する時間はなかったが，他者の考える断り方を学ぶ機会となった．今後は ,個々が考え
た断り方を，隣同士でペアトレーニングする時間を設け，確実に断り方を 1 つは修得で
きるようにしたいと考えている．  
 
4．薬物の有害性・危険性の理解度に関する考察 
 薬物の有害性・危険性については，8 薬物とも教育前よりも理解度の中央値が上昇し
（p＜ .000），教育効果が認められた．8 薬物とも理解度の程度が上昇したが，教育直後
の影響は否めない．しかしながら，8 薬物の有害性や危険性について，依存と耐性，幻
覚や妄想，傷害事件や交通事故などの身体的精神的社会的影響を詳細に学ぶことは，こ
れからの看護実践に役立つと考えている．今回の DVD の内容にあるように，同窓会に
出席したことを機に，同じ同窓生から覚醒剤を誘われ，アルミ箔で覚醒剤を包み炙る鼻
腔吸引法から，100%覚醒剤成分を体内に取り込める静脈注射法へと薬物依存していく様
子や，幻覚の様子を映像化している．それは，教育機関に所属する学生だけでなく，社
会人でも薬物を誘われる機会に，いつ遭遇するかわからないことを示している．たとえ，
相手が誰であっても，その時，その場で断る行為で対処していかなければならない．  
今後の展望としては，社会人新人教育研修の場でも薬物乱用防止教育が必要であると
考えている．Twitter や SNS の発達は，今後も密売ルートがさらに巧妙化することが考
えられる．これまでのように，表面的には見えないところで闇取引が成立することが考
えられる．自宅の部屋を一歩も出ずに，仮想通貨とネット上での売買，宅配による送付
など，学生でも取引が安易に成立しやすい時代となってきている．これからも，薬物関
連の情報を収集し，随時，大学生等に発信する重要性を確信した．  
 
Ⅵ 今後の課題 
 
 本研究は,ライフスキルを駆使し，自己にて断り方を考え薬物乱用防止教育を実施し， 
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その教育効果を検証した．前年度の教育実践の課題であったトレーニング形式を授業に
組み込み，断る行為が自分自身の将来を守り大切にすることに繋がることを主眼におい
た．断り方においても，これまでの「No！きっぱり断る」ことから，複数の断り方があ
ることを教員がロールモデルとして提示し，学生自身に自分でできる断り方を考える時
間を設けた．その後の意見交換や発表において，他者の断り方を知る機会となっていた．   
「きっぱり断る」を選択した学生が約 70％であり，30%の学生が別の断り方を選択し
ていた．これらのことから，薬物乱用の危険性や有害性だけでなく，薬物を不意に誘わ
れても瞬時に断る判断し行為に移せるように教育内容を改訂していく重要性を確認でき
た．  
薬物乱用に対する考え方では，1 名が教育後も「個人の自由」という肯定的な考え方
を示した．それは研究Ⅰにおいても，2 名が「個人の自由」と考え方を変容させること
ができなかった．しかし，研究Ⅲでは，学生の意見交換の時間を設けており，他の学生
の意見を聞くことも，考え方を変容させる方法であると考えられるため，今後も意見交
換の時間を設ける教育プログラムを開発できるように工夫したい．  
乱用の危険性のある 8 薬物以外に，処方薬や市販薬が支持通りに服用しなければ乱用
に該当することについて，約 50%の学生が知らないと回答しており認知度は低い．薬の
正しい服用の仕方についても，医療職を目指す学生は患者教育する立場にあることを踏
まえると，違法薬物だけでなく処方薬についても理解度が深められるように工夫するこ
とも必要であると考える．これまでは処方箋がないと入手することができなかった第一
類薬物において，薬剤師の説明を受けると薬局で購入することが可能となった．今後は，
セルフメディケーションの時代であることからも，違法薬物よりもさらに学生の身近で
販売されている．本研究で合法薬物に関する指導も加えたことは，鎮痛薬依存や向精神
薬依存症の予防に役立てることもできると考える．  
研究Ⅰでも研究Ⅲでも，未成年者の飲酒に対する規範意識は低く，未成年者が 90%を
超える対象者で，飲酒経験をもつ学生が約 50%と 2 年連続の調査結果であった．この結
果から，未成年者の飲酒は薬物乱用であり，犯罪である認識も向上しなければならない．  
最近，飲酒が原因で仕事や役職を辞職した社会人や，成人による未成年者への飲酒強
要の報道がされている．女性の未成年者が強要される場合が多く，未成年者は男性も女
性も決して飲酒しないように指導している．  
そして薬物の危険性だけでなく，乱用後の症状である依存と耐性，薬物依存者の幻覚や
妄想を学習し，薬物依存者の二次予防，三次予防などで今後の看護実践活動に役立てら
れると考えている．薬物依存者の発生予防や，薬物関連の傷害事件や交通事故傷害を減
らすことは，医療費削減や患者数増加の歯止めにもなりえることから，薬物依存による
身体的・精神的・社会的影響を詳細に学ぶことは，医療系大学生等にとって重要なこと
であるといえる．  
表 15 より，入学時において，すでに「薬物に誘われた」経験をもつ学生が 3 名いた．
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これは，研究Ⅲで初めてのことであった．3 名とも 18 歳であり，おそらく高校生時代に
誘われたと考えられる．それほど，薬物は未成年者の身近に潜んでいることを確信した
調査結果であった．  
中学校や高等学校から，LINE やインスタグラムでコミュニケーションツールをして
使い慣れており，大学生等になると Twitter や Facebook などで海外とも簡単にコミュ
ニケーションを図ることができる．そうすれば，海外取引もスマートフォン 1 台で可能
となる．YouTube などの動画投稿サイトでも，犯罪がらみの動画投稿があり，その中に
薬物関連の動画も散見される．日常生活がスマートフォン 1 台で何もかも購入できる利
便性の発達は，薬物購入も密売も，スマートフォン 1 台で取引が可能となっていること
に警鐘を鳴らしていかなくてはならない．  
表 16 より，薬物を勧められたら，「たぶん断ることができると思う」という曖昧な意
思示す学生が 13 名（16.9%），「断りにくい相手だと断れないかもしれない」という意思
を示す学生が 1 名（1.3%）いた．現在の学生にとって，断る行為が予想以上に難しいも
のであると考えるに至った結果であった．教育後には，学生の意思変容をもたらすこと
ができたが，断ることができるとも限らない．実際に，行動化への自信の程度が約 50%
に留まっている．全員が 100%と回答することが望ましいが，それに至らなかったこと
から，行動化への自信の程度を向上させる教育が今後の課題であると考える．  
図 10 から，約 30%の学生が，断り方について，「相手を気遣いながら断るタイプ」，
もしくは「理由をつけて断るタイプ」を選択した．教員 2 名でロールモデルを提示し，
学生に 3 パターンの中から，自分が行動できる断り方を選択した．その後，自己に適し
た断り方を考え，文章化し，それを行動に移すようペアトレーニング方法を導入した．
「考えていても，いざ，言葉で表現するのは難しい」などの感想が認められ，考えた以
上に断る行動を実施する難しさも体験できたと考える．時間の制約上，さらにトレーニ
ングする時間を確保することが今後の課題である．  
 
Ⅶ 本研究の限界  
 
本研究は，3 年課程看護養成学校の新入生 81 名を対象に , ライフスキルを駆使し，断
り方を考える薬物乱用防止教育を実施し，教育効果を検証した．本研究は前年度と比較
した研究でもあるが，対象は 1 つの学校で得られた結果を 2 年間調査し分析した結果で
ある．前年度の調査と比較して，研究Ⅲでは，すでに入学時に薬物に誘われた経験をも
つ学生が 3 名いた．これは，薬物が予想以上に学生の身近に潜んでおり，今後もそのよ
うな経験をもつ学生が増加しないように，さらに薬物乱用防止の啓発活動を継続してい
かなくてはならないといえる．それは，医療系の教育機関だけでなく，一般大学や地域
社会にも伝える必要があると考えている．  
これから看護職や医療職を目指し，看護を専攻する学生や医療職を目指す学生に対し
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て，薬物乱用防止教育の必要性と，二次・三次予防に携わるかもしれない看護職・医療
職が薬物依存者へのサポートや再犯予防率の低下に貢献できるように，医療系大学生等
に薬物乱用防止教育を実施する意義が明白となった．  
本研究対象が看護職を専攻する学生のみを対象としているが，対象や専攻が異なる場
合は，結果も変化することが推察できる．しかし，高等学校卒業後の新入生であるため，
本研究の一部を活用することも可能であると考える．一般化するためには，さらに経年
的変化や年齢層化別比較の研究知見も積み重ねていく必要があると考える．  
自分で断り方を考え，ライフスキルを駆使しロールプレイで実践する方法は，断るこ
とができると思っていても，実際に行動に移すことは困難であることを実感できる方法
であった．特に，看護学を専攻する看護師養成学校では，薬物乱用の一次予防教育だけ
でなく，二次・三次予防として薬物依存者に対する看護活動も支援しなくてはならない
場合もある．看護学生も未成年者及び若年層であることは変わらず，看護学を学ぶ学生
であるからこそ，違法薬物や薬物乱用に対する知識を深め ,サポート体制を構築する姿勢
を育むことも重要であると考える．  
 
Ⅷ 結論  
 
1．本研究は，ライフスキルを駆使し，学生自身で断り方を考え，ロールプレイで実践
するトレーニング形式の薬物乱用防止教育を実施した．教育前後の効果は，薬物の有
害性・危険性の理解度は，有意に上昇した．  
2．教員による断り方を 3 パターン提示し，学生に選択を求めたところ，『きっぱり断る』
を選択した学生は約 70%に過ぎなかった．約 30%は，『理由づけタイプ』と「気遣い
タイプ」を選択していた．これまでの「NO！ときっぱり断る」方法は，現代の学生
には適していないことが示唆された．  
3．自己でできる断り方を文章化し，いざ実践するときは意外と難しいことであった．
ライフスキルを駆使し，断り方をロールプレイによるトレーニングで実践し ,自己に適
した断り方の習得と，複数の他者の断り方を学ぶ機会ともなった．   
4．今後は ,自己に適した断り方について，他者評価を得る機会も設け ,2 人や集団との関  
係性のなかで，断る行為が実践できる薬物乱用防止教育プログラムも開発し，教育実  
践を蓄積する必要がある．   
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第 5 章 総括  
 
Ⅰ 研究Ⅰ及び研究Ⅱ，研究Ⅲの総合考察  
 
本研究の独創性・有益性について  
研究Ⅰでは，3 年課程の看護師養成学校の看護学生を対象に，ライフスキル教育を踏
まえた薬物乱用防止教育を実践と教育前後と 3 か月後に調査を行い，教育効果を検証し
た．また，研究Ⅱでは，教育後のレポート内容をテキストマイニングによる計量的質的
にも分析した．研究Ⅰ，Ⅱの知見から教育実践の方向性を見いだし，看護学生を含む医
療系大学生等を対象とする薬物乱用防止教育プログラムの一試案を検討し研究Ⅲとした． 
 3 年課程看護師養成学校は，修業課程でカリキュラムの過密性から，薬物乱用防止教
育を実施するための時間確保が困難な状況にある．実際に協力を得られた教育機関でも，
1 回 90 分の確保が最大であった．  
看護師養成学校に比べ，時間的余裕がある医療系大学でも，少ない講義回数で大集団
をできることが現在の大学のニーズであると高橋らの研究でも報告されていることであ
る 16)．  
 
 
 
出典：厚生労働省 統計情報・白書より  
図 11 看護師国家試験受験者・合格者及び合格率の推移  
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しかし，本研究の独創性は，看護師養成学校の看護学生に焦点を当てたことにある．
医療従事者を養成する大学や養成学校のなかでは，看護師の学生数が最多であり (図 11)，
毎年 50,000 人以上の学生が看護師国家試験を受験している 44)．そして，看護師として
従事後に，薬物を乱用し急性症状で医療機関に救急搬送された乱用者の治療や看護に携
わる機会があるかもしれない．多職種と連携・協働して薬物依存者の社会復帰施設では
回復支援に携わることもある．医療従事者のなかで養成人数の多い看護職に焦点を当て
薬物乱用防止教育を実施し，さらに看護職を医療系大学生等に対象を拡大することで，
治療や看護，再発予防や社会復帰など，一次予防から三次予防までを含め連携した支援
に活用できると考えたからである．  
 これまでの薬物乱用防止教育の対象は，小学校・中学校・高等学校の生徒やその教員，
養護教諭が多く，教育機関において教育実践が積み重ねてられてきた．そこに看護学生
を含む医療系大学生も対象にすることで，教育機関での一次予防，医療機関の治療や看
護による二次予防と三次予防が含まれ，地域も包括した薬物乱用防止に繋げられると考
える．それは，大学生等まで教育対象を拡大した第三次薬物乱用防止五か年戦略のなか
で，目標 1「青少年の薬物乱用の根絶及び薬物乱用を拒絶する規範意識の向上」と，目
標 2「薬物依存・依存者の治療・社会復帰の支援及びその家族への支援の充実強化によ
る再乱用の防止の推進」に準拠するものであるといえる．  
 内閣府は，薬物関連問題は，思春期に端を発していることが少なくないことを鑑みれ
ば，根本的な対策として，青少年に対する薬物乱用の未然防止や再乱用防止対策を進め，
薬物乱用を拒絶する社会を構築していくことが極めて重要であると述べている 58)．青少
年には，看護学生や医療系大学生も該当している．在学中から薬物乱用を容認しない態
度を育成することは，再乱防止対策にも貢献できる人材育成にも繋がり，ここに本研究
の有益性がある．  
これからの薬物乱用防止教育では，再乱防止対策の観点からも，医療系大学生等の学
生を対象に教育実践する機会を積極的に設ける必要性があると考えている．  
看護師は，所定のカリキュラムを修業し，看護師国家試験に合格後に国家免許が交付
される．「保健師助産師看護師法」59)の第 9 条には看護師の欠格事項が規定されており，
次の 4 つである．1．罰金以上の刑に処された者，2．1 に該当する者を除くほか，看護
師または准看護師の業務に関し犯罪または不正の行為があった者，3．心身の障害によ
り看護師または准看護師の業務を適正に行うことができない者として厚生労働省で定め
る者，4．麻薬，大麻または，あへんの中毒者のいずれかに該当する者には免許を与え
ないことがあると定められている．医療系大学生等の学生が，興味本位や遊び心で薬物
を乱用し，依存症となった場合の代償はあまりにも大きいことも教育しておかなくては
ならない．  
 2012 年に，「30 歳代医師と 20 歳代看護師が脱法ハーブ(現：危険ドラッグ )を使用し
逮捕される薬物事犯が発生した．ハーブ吸引後に，気分不良や意識障害を生じ，救命救
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急センターをもつ医療機関に搬送され発覚した．その事件以降も，医師や看護師が危険
ドラッグや大麻，覚醒剤使用で逮捕される事件が報道され続けている．逮捕された医療
従事者は，20 歳代と 30 歳代が多いことも特徴的である．医療従事者が逮捕されている
現実を直視し，医療系大学等の学生だからこそ，薬物乱用を拒絶する規範意識を向上し，
ライフスキルを活用し断る行動がトレーニングできる教育内容を再構成しなければなら
ないと考える．  
最近では，覚醒剤を使用している医師が，女性に注射器で覚醒剤を注射し，女性が警
察に出頭して明らかになった．同様に，相手の女性に，麻薬成分をもつ錠剤型薬物を強
制的に服用させ，女性が警察に出頭し発覚した．この 2 つの薬物事犯は，被害者への傷
害罪も適用されるため，非常に悪質な重罪である．これまでのように，自己で薬物を乱
用するだけでなく，他者に対して強制的に吸引や摂取させる事件の発生についても触れ，
さらに危機意識も向上できる内容にしていかなくてはならないと考えている．  
 また，アスリートや芸能人による暴力事件の発生や，異性間のトラブル事件も発生し
ている．どちらも，事件現場が飲酒の場となっている．事件を受けて現役引退や謹慎処
分が下され，これまで築いてきた名誉や地位，仕事を一瞬にて喪失してしまっている．
飲酒も薬物であることに変わりはないが，表 15 からも，33.3%の未成年学生が，飲酒経
験をもっており，飲酒に対する規範意識が低いといえる．アルバイトをしている学生も，
4 月調査に比べ 7 月調査では増加傾向にあった．金銭的な余裕もあることから，未成年
者の飲酒も，薬物乱用でかつ違反行為であると触れておかなくてはならない．  
 
Ⅱ 医療系大学生等を対象とした薬物乱用防止教育プログラムの試行的教育実践と
今後の展望  
 
 薬物乱用防止教育直後は，8 薬物の覚醒剤，大麻，あへん系麻薬，MDMA，違法ドラ
ッグ及び脱法ハーブ (現：危険ドラッグ )，有機溶剤の有害性や危険性について理解度は
上昇した．3 か月後の調査では，理解度の低下は認められが，教育前までに戻ることは
なく，ある一定の教育効果の継続性が確認できた．  
 ライフスキルについては，90%以上の学生が，知らないと回答した．認知度が低すぎ
たこと，「知識中心型」の講義となっていたことで，各スキルの意味を理解しただけにと
どまった．7 月調査で，ライフスキルについて，ほとんど憶えていなかったことも明白
になった，ライフスキルの各スキルは，看護学の講義でも学ぶスキルでもある，それら
のスキルを育成し，断り方をトレーニングできる教育実践方法を再考しなければならな
いと考える．  
 表 10 から，薬物を誘われたときに，「100%断る自信と行動がとれる」と回答し学生
は，54 名（69.2%）であった．7 月調査も 53 名（67.2%）であった．「誘われても必ず，
断る」という回答が普通であるが，それでも，100%に至らない学生が 30%近くも存在
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していた．表 16 からも，たぶん断れると思うという曖昧な回答をした学生もいる．  
学生は，知識として薬物の危険性や健康被害について理解した．しかし，薬物乱用に
誘われたとき断る行動に移せる自信の程度を『0～100%』で表記してもらったところ，
4 月調査では行動に移す自信は 5%しかない，7 月調査では 0%と全く自信がないと回答
した学生がいた．断れる自信が全くない学生や，誘われたら，断りきれない学生が全体
で 30%いたことから，これまでの「ダメ，ゼッタイ」のように「きっぱり断る」という
断り方が，現在の学生に適していない場合も考えられ，きっぱり断る以外の断り方も紹
介していく必要がある．  
清水ら 60)の報告では，サークルなどで薬物乱用を勧められたらとき，恋人が乱用を勧
められたとき，やっとできた友人から違法薬物を勧められたとき，本当に薬物乱用を断
れますか，という質問には，困惑している学生も多く，1 回ならと思うかもしれないと
正直に記入している学生も少なからずいたと報告している．  
 青年期の学生にとって，友人関係はとても重要な事項である．清水らの報告から 60)，
「友達を失いたくない」，「1 人になりたくない」など，孤立を恐れて，周囲に同調行動
を取ってしまう学生もいるかもしれない．学生が，孤独を恐れずに薬物を断る姿勢を育
むためには，自分自身を大切に思う自尊感情としてのセルフエスティームを向上するこ
とが重要である．本研究の 7 月調査では，「自分自身を大切にする必要性について，日
常生活のなかで意識できているか」の設問に対して，「ほとんど意識してない」7 名 (8.9%)，
「全く意識できていなかった」1 名 (1.3%)と，8 名 (10.2%)の学生が，4 月調査時に比べ
て，自分自身を大切にする意識が低くなっていた．この結果は，セルフエスティームに
おいての教育効果は，継続性が維持できていなかったと考えている．このような少数の
学生に焦点をあて，友人関係や家族に相談できない学生に対する配慮として，専門的な
相談機関の紹介も必要であった．本研究の対象である看護師養成学校の学生や医療系大
学生等は，この専門的な相談機関で将来，従事するかもしれない学生でもある．青年期
にある学生が感じている「孤独感」や「1 人になりたくない」，「先輩に誘われると断り
にくい，断る自信がない」などの気持ちに理解を示し，寄り添いサポートができるよう
に，薬物乱用防止教育を実施する必要性があるといえる．本研究では，未成年及び若年
層が薬物乱用に至った経緯をもつ学生の背景として，“興味本位”や“遊び心”，“友達に
誘われて”ということは説明していた．しかし，学生の心理的な背景の 1 つである“孤
独が怖い”という孤独感について説明できていなかった．今後の教育のなかで，孤独感
についても含めたいと考えている．  
大学等において，薬物乱用防止教育は，1 年次のオリエンテーションなどで実施され
ることが多い．研究Ⅲでは，そのような機会を活用し，新入生の友達づくりも兼ねたグ
ループワークやロールプレイを取り入れ教育展開を実施した．  
清水ら 60)は，違法薬物を勧められたときに，どのように自分が対処するかをできるだ
け現実的な状況の中で考えておくことが必要であると記述している．ロールプレイの場  
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面で，未成年者及び若年層が遭遇しやすい状況設定を行い，自分に適した断り方を考え
てトレーニングできる実践的な薬物乱用防止教育プログラムに改訂し実践した．  
しかし，行動化の程度を明らかに上昇するまでに至らなかった．さらにプログラム改
訂の課題を残し，再考しなければならないと考えている (図 12)．それだけでなく，医療
系大学生等を対象とするときは，健康教育の観点からも一次予防に加え，治療や看護，
再乱予防対策と回復支援などの二次予防，三次予防の専門的な内容も含め医療系大学生
に特化した薬物乱用防止教育プログラムを再構成したい 61)．  
 本研究は，1 つの看護師養成学校の学生を対象とした研究Ⅰ，Ⅱ，Ⅲの知見から考察
している．対象によって，教育効果が変化することは容易に推察できる．しかしながら，
専攻する学部の特徴に応じ，薬物乱用防止教育プログラムの内容の改訂を繰り返し，対
処行動への指針を示すことはできたと考えている．これまでの乱用する薬物の危険性や
所持・乱用した場合の法律的な刑事罰といった教育的内容だけでなく，青年期の発達段
階である心理社会的要因も含みつつ，薬物を断ることが自分自身の将来を守り大切にす
ることに繋がることを伝え，自分に適した断り方をトレーニングできる実践型薬物乱用
防止教育プログラムの開発に教育実践を積み重ねていきたいと考えている．  
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図 12 医療系大学生等を対象とした薬物乱用防止教育プログラムの試行的実践  
 
 
 
 
 
 
 
 
 内容  時間  
導入  1．講師自身の自己紹介  
①将来の医療従事者への薬物乱用防止教育実践の必要性の説明  
 ②パンフレット配布：厚生労働省・都道府県  
「薬物の乱用は，あなたとあなたの周りの社会をダメにします！」  
2．乱用の危険性のある薬物の名前，形状，色などの説明  
3．視聴する DVD では，覚醒剤・MDMA・大麻の乱用による症状や  
妄想，幻覚が映像の説明  
4．視聴中の体調不良発生時など退室許可の説明  
5 分  
展開  
 
5．DVD 視聴：警察庁作成  
  －罠 (トラップ )－ ①覚醒剤 ②MDMA ③大麻   
6．パワーポイントによる講義  
①最近の薬物事犯状況と医療職の薬物事犯について  
②一般医薬品も含む薬物乱用や乱用による症状や社会的影響  
③わが国の再乱用防止対策と社会復帰施設について  
7．ロールプレイ  
2 人ペアと 4 人グループの 2 パターンでロールプレイの実践  
他者評価ポイント用紙の配布  
  ①2 人でいるときに，先輩から薬物を誘われた場合  
   学生が考えた断るセリフを述べ，2 人でトレーニング及び  
他者評価  
  ②集団に囲まれて，先輩や友人から誘われた場合  
   学生が考えた断るセリフで，4 人グループでトレーニング及び  
他者評価  
8．学生が考えた断り方を発表  
   ①2 人の場合 (3 組 ) ②4 人の場合 (3 組 ) 
35 分  
 
 
20 分  
 
 
 
 
20 分  
 
 
 
 
 
5 分  
 
まとめ  9．薬物乱用者の告白事例の紹介でまとめる  5 分  
終了  後片付け  90 分  
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